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茨城県西部医療機構の概要 

１ 概況 

⑴ 法人名 

  地方独立行政法人茨城県西部医療機構 

 

⑵ 設立年月日 

  ２０１８（平成３０）年１０月１日 

 

⑶ 本部の所在地 

  茨城県筑西市大塚５５５番地 

 

⑷ 役員の状況 

役職 氏名 備考 

理 事 長 水 谷 太 郎  

副理事長 梶 井 英 治 茨城県西部ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ 病院長 

理  事 田 邉 義 博 茨城県西部ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ 病院長補佐 

理  事 近 藤    匡 
茨城県西部ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ 副病院長 

兼 筑西診療所長 

理  事 河 野 元 嗣 筑波ﾒﾃﾞｨｶﾙｾﾝﾀｰ病院 病院長 

理  事 本 多 正 徳 芳賀赤十字病院 病院長 

理  事 長 倉 成 憲 長倉内科・外科ｸﾘﾆｯｸ 院長 

監  事 篠 﨑 和 則 弁護士 

監  事 山 口   烈 税理士 

 

⑸ 設置・運営する病院等 

①  茨城県西部メディカルセンター 

   ア 許可病床数：一般病床 ２５１床 

（ＨＣＵ１５床、一般病床１８８床（内感染症病床１床）、休

床４８床） 

   イ 診療科目（１６科） 

     内科、小児科、外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、 

     小児外科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、 

放射線科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、救急科、麻酔科 

② 筑西診療所（無床診療所） 

   ア 診療科目 内科 

   イ 訪問診療、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所 

 

⑹ 職員数       

 正職員 嘱託 契約等 

医師 ３５名 ０名 ７９名 

看護職 １７８名 ６名 ３７名 

医療技術職 ８７名 ３名 ３名 

事務職 ６１名 １名 ３７名 

その他職種 １５名 ０名 ２３名 

合計 ３７６名 １０名 １７９名 

 

２ 基本的な目標等 

 茨城県西部メディカルセンターにおいては、地域の中核病院とし

て、急性期医療、救急医療及び災害医療を安定的に提供するととも

に、第二種感染症指定医療機関として感染症対応体制の維持・強化を

図り、地域に必要とされる医療の充実に努める。 

 筑西診療所においては、訪問診療、訪問看護及び居宅介護支援事業

を通じて在宅医療の充実を図るとともに、地域包括ケアシステムの

推進に取り組み、地域住民の在宅療養を支援する。 
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全体的な状況 

１ 法人の総括と課題 

西部メディカルセンターでは、地域の中核病院として、２４時間３６

５日の救急医療体制を維持しながら、急性期医療の推進に取り組んだ。

第二種感染症指定医療機関として、新興感染症を含めた各種感染症に

対応できる体制の強化を図るとともに、地域の医療機関、保健所、医師

会等との連携による感染対策の充実に寄与した。 

また、医師の働き方改革への対応を継続するなかで、救急医療や入院

医療を安定的に提供するため、多職種による連携強化やタスク・シフト

／シェアを推進した。患者総合支援室を中心に、社会福祉士、看護師等

が連携し、入院前から退院後まで切れ目のない支援を実施するととも

に、在宅医療や介護保険施設との連携強化を図った。 

診療面では、急性期医療と高齢者医療を中心に幅広い疾患に対応し、

全身麻酔手術件数は８４８件となった。 

救急医療については、筑西広域メディカルコントロール協議会にお

ける中心的役割を担い、救急搬送事後検証や救急隊病院実習、ＢＬＳ講

習等を実施し、地域の救急医療体制の質の向上に努めた。救急搬送応需

率は８０％となり、地域における２次救急医療機関としての役割を果

たした。 

災害医療では、ＤＭＡＴ訓練や地域防災訓練に積極的に参加し、行

政、消防、警察、医師会等との連携をより強化し、また、電子カルテシ

ステム更新に伴い、医療情報システムサイバーセキュリティに関する

事業継続計画（ＢＣＰ）を整備し、災害時の業務継続体制の維持を図っ

た。 

小児医療では、アレルギー負荷試験やレスパイト入院を積極的に受

け入れ、地域の在宅医療支援に取り組んだ。 

さらに、筑西診療所、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所と

の連携を密にし、在宅医療連携グループを１６機関まで拡充するなど、

切れ目のない在宅療養支援体制の構築に努めた。 

２０２５（Ｒ７）年度の取組を通じて、いくつかの課題が明らかに 

なった。 

① 医療人材の確保・定着 

医師、看護師等の確保と定着を図るため、働きやすい職場環境づ

くりと人材育成を推進する必要がある。 

② 救急医療体制の強化 

 地域の中核病院として、救急患者の受入体制を強化し、救急医

療機能の更なる充実を図り応需率を高める必要がある。 

③ 経営基盤の強化 

 物価高騰や医療機器更新への対応を見据え、収益確保と費用削

減を進め、安定した経営基盤を構築する必要がある。 

④ 固定費の適正化 

 委託費、保守管理費等の固定費が増加していることから、業務

の効率化と適正なコスト管理を進める必要がある。 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

⑴ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

取組 

患者中心の安全で質の高い医療を提供するため、クリニカルパ

スの見直しやインフォームド・コンセントの徹底、患者総合支援室

を中心に多職種連携による入退院支援体制の強化に取り組んだ。

また、広報紙「にじいろ」や法人ホームページ等を活用した情報発

信を継続し、マイナ保険証の利用促進をした。 

 急性期医療では、第二種感染症指定医療機関として感染症対応

体制の維持・強化を図りながら、地域の中核病院として救急医療体

制の維持に努め、近隣の医療機関との連携強化により、がん、脳疾

患、心疾患、糖尿病等に対する専門的医療を提供するとともに、Ｉ

ＣＴツール「ＪＯＩＮ」を活用した遠隔連携を継続した。 

 救急医療については、筑西広域メディカルコントロール協議会

を中心に、事後検証や救急隊実習、ＢＬＳ講習等を実施し、地域全

体の救急医療体制強化を図った。災害医療においても、ＤＭＡＴ訓

練や地域防災訓練への参加を通じ、関係機関との連携強化及び災

害対応能力向上に取り組んだ。 

さらに、筑西診療所、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業

所を中心に、在宅医療連携グループによる情報共有やカンファレ

ンスを継続し、在宅療養支援体制の充実を図った。一方で、訪問診

療・訪問看護の利用が計画値を下回っていることから、地域におけ

る医療提供体制のさらなる強化が課題である。 

   信頼性の確保及び法令順守については、職員による横領事案の

発生を受け、会計・資金管理体制の総点検を実施するとともに、 
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内部統制の強化を図り、再発防止策の実施に努めた。 

⑵ 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

法人合同運営会議を適切に運用し、組織横断的な情報共有の促

進と迅速な意思決定の実現を図った。また、看護部及び事務部にお

いては、適材適所の人員配置を目的とした配置転換を実施した。 

経営面においては、経営コンサルタントと連携し、経営分析及び

改善策の検討を進めた。特に、救急外来における経過観察入院の活

用や入退院管理の徹底により病床運用の効率化を図り、年度下期

における入院患者数の増加につなげた。 

人材育成については、外部講師による診療報酬改定研修をはじ

めとする各課の専門研修を実施し、経営改善に資する人材の育成

を推進した。人事評価制度については、委員会において課題整理を

行い、看護部におけるラダー導入の影響を踏まえ、次年度に向けた

見直しを進める方針とした。 

職員アンケートについては、回答率が低下したことから、今後は

要因分析を行い、改善策の検討を進める。 

また、夜間・休日における医療提供体制の維持を目的として非常

勤医師の確保に努めた。さらに、院内保育所においては、夜間預か

りの対象を小学生まで拡大するとともに、最低預かり年齢を生後 2

か月まで引き下げ、子育てと就労の両立支援の充実を図った。 

⑶ 財務内容の改善に関する取組 

経営面では、病床稼働率向上やＤＰＣを意識した病床運用、経営

改善アクションプランの推進、未収金対策等に取り組んだ。また、

健診センターの本格稼働や診療機能の強化による収益確保に努め

た。しかし、電子カルテの更新に伴うシステム停止により一部受入

に減少が生じたため病床稼働率は十分に向上していない状況にあ

り、効率的な病床運用の確立が課題となっている。 

今後は、病床運用の最適化、地域の医療機関との連携強化による

紹介患者の確保、診療単価の向上、経費削減及び医療人材の確保・

定着に取り組み、安定した経営基盤の確立に向けた継続的な取組

が必要である。 

⑷ その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

２０２６（Ｒ８）年２月ソーラーカーポートを導入し、月間約１

３万円の電気代削減につながった。 
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項目別の状況 

第１ 中期目標、中期計画及び年度計画の期間  

  

中期目標 中期計画 年度計画 

２０２２（Ｒ４）年４月１日から２０２６（Ｒ８）年

３月３１日までの４年間とする。 

２０２２（Ｒ４）年４月１日から２０２６（Ｒ８）年

３月３１日までの４年間とする。 

２０２５（Ｒ７）年４月１日から２０２６（Ｒ８）年

３月３１日までの１年間とする。 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑴ 患者中心の安全で心のこもった良質な医療の提供 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑴  患者中心の安全で心のこもった良質な医療の提供 

患者一人ひとりの訴えを傾聴し、インフォームド・コンセントに基づいた心のこもった医療の提供を念頭に、患者中心の医療を実践すること。 

また、地域の中核病院として、常に医療水準の向上に努めるとともにリスクマネジメントの徹底や科学的根拠に基づく医療の実践等、安全かつ安

心の医療を提供すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑴ 患者中心の安全で心のこもった良質な医療の提供 

・ 入院患者及びその家族が安心し

て医療を受けられるようにクリニ

カルパスの活用と適切にインフォ

ームド・コンセントを得ることに

より、患者の意思が尊重される医

療の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

・ 社会情勢や医療環境に即した病

床機能の在り方について検討を重

ねていく。 

 

 

 

・ 入院患者やその家族が、安心して

医療を受けられるように、更なるク

リニカルパスの充実を図り、定期的

にアウトカム評価を実施する。 

また、クリニカルパス委員会におい

ては、疾患を選別したうえで、新た

な作成及び見直しを行う。 

・ 患者から適切にインフォームド・

コンセントが得られるよう配慮

し、意思が尊重される医療を提供

する。 

 

・ 社会情勢・医療環境に即した病床

機能の在り方を確認し、特に新型

コロナウイルス感染症の流行状況

についても配慮しながら、柔軟に

対応する。 

・ 患者や家族が診療内容を理解し、

納得して治療や検査を選択できるよ

う、適切なインフォームド・コンセ

ントを得ることを徹底している。入

院診療計画（クリニカルパス）につ

いては、委員会を中心に事例の多い

症例の中から疾患を選別したうえで

作成し、診療データをもとに収益化

するための検証を行った。 

２０２５（Ｒ７）年度パス適応率

（約３０％） 

 

・ 新型コロナウイルス感染症が５類

に移行後も、引き続き感染対策を行

いながら診療を行っている。病床運

用は、看護職員の状況等を鑑み、一

般病床２０３床を運用した。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 



 

- 5 - 

・ 病院の役割や機能、治療内容等、

住民や患者が求める情報を、様々

な媒体を活用するとともに他機関

と連携することで適切に発信す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 入院から退院まで切れ目のない

支援を行い、住み慣れた地域での

療養や生活を継続できるように医

療相談窓口の相談機能の充実を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当院のホームページや各種メデ

ィアを活用し、最新の情報を住民

に発信し理解を促す。 

また、広報紙「にじいろ」を定期

的に発行し、住民・患者に向け情報

を発信する。ニュースレターにつ

いては、「西部メディカル通信」を

医療機関向けに配布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ マイナ保険証利用を院内に掲示

するとともに、ホームページ、広報

紙「にじいろ」への掲載や声掛けを

実施し推進する。 

 

 

 

 

・ 患者総合支援室の専従社会福祉

士と専任の看護師が、常に多職種

と情報共有しながら、患者の状況

に応じた支援を行う。入院前の説

明から、退院後の生活までの幅広

い支援を行い、安心して療養や生

活ができるよう支援する。 

 

 

 

・ 患者サポート委員会、窓口相談員

と連携し、医療安全体制の更なる

充実を図り、当院を安心して利用

できる体制を整備する。 

 

 

 

 

・ 法人・病院ホームページは随時情

報更新を実施し、最新でわかりやす

い情報を掲載した。 

・ 広報紙「にじいろ」については、第

１８号（５月）、第１９号（１０月）、

第２０号（１月）を発行した。配布先

は、道の駅グランテラスへの配架、

筑西市議会議員にデータ版での配付

を行った。 

・ 筑西市が発行する広報紙ピープル

には、２０２５（Ｒ７）年５月１日号

にちくせい総合健診センター、２０

２６（Ｒ８）年１月１日号に病院フ

ェスタについて掲載していただい

た。 

 

・ ２０２４（Ｒ６）年１２月に健康保

険証の新規発行が終了したことに伴

い、マイナ保険証の利用について、

院内掲示及び法人ウェブサイト、広

報紙「にじいろ」に掲載し、更なる利

用促進を図った。また、患者からの

問い合わせについて対応した。 

 

・ 円滑な入退院支援を行うために、

専従社会福祉士１名と専任社会福祉

士４名、専任看護師２名を配置し、

常に多職種との情報を共有しなが

ら、患者の状況に応じた支援を行っ

た。社会福祉士は病棟担当制の結果、

早期介入が図られ、入院から退院後

までの生活支援も含め、幅広く支援

した。 

 

・ 患者サポート委員会では週に一度

カンファレンスを行い、医療相談窓

口に相談のあった内容を、必要に応

じて医療安全管理室と情報共有をし

た。いつでも安心して利用できる相

談窓口の機能充実を図った。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑵ 急性期を中心に地域特性を反映する医療の提供 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑵ 急性期を中心に地域特性を反映する医療の提供 

入院や手術を中心とした急性期医療を安定的に提供するとともに、周辺の高度医療機関や地域の医療機関等と連携し、医療機能の分担を図るこ

と。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑵ 急性期を中心に地域特性を反映する医療の提供 

・ ２０２４（Ｒ６）年度からの第８

次茨城県保健医療計画を見据え、

新たな新興感染症を加えた５疾病

（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血

管疾患、糖尿病及び精神疾患）、６

事業（救急医療、災害時における医

療、へき地の医療、周産期医療、小

児医療及び新興感染症医療）等に

ついて、地域の各医療機関の機能

や特性等を踏まえ、地域で求めら

れる役割を果たすように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ２０２４（令和６）年度、第ニ種

感染症指定医療機関に指定された

ことに伴い、感染症の受入体制を

維持し、感染症医療体制を充実さ

せる。 

また、救急医療や新興感染症に

対しても、あらゆる状況に柔軟に

対応できる体制を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域の中核病院として感染症対応

において中心的な役割を担うことが

できるよう、さらに第二種感染症指

定医療機関としての役割を果たすこ

とができるよう、新興感染症をはじ

めとする各種感染症に対応できる体

制を構築した。感染対策向上加算連

携医療機関、保健所及び医師会等を

通じて、感染症発生時における相談、

対応体制について共有した。 

・ 新興感染症に対応するために、２

０２５（Ｒ７）年１１月１６日に地

域の医療機関・医師会・保健所・消防

とともに訓練を実施した。 

・ 消防本部との共催により、筑西広

域管内の医療従事者向けＢＬＳコー

ス（救命処置講座）を８月３０日、８

月３１日に実施し、当院職員４名・

外部２３名が受講した。また、指導

スタッフに当院職員３名が参加し

た。看護師等医療従事者に随時啓発

活動を行った。 

６月２８日院内の非医療従事者向け

にＡＥＤの基本的な使用方法と日本

版救急蘇生ガイドラインに準拠した

心肺蘇生を含めた一連の救命の流れ

について救命講習を実施した。委託

業者、非常勤職員等１７名が受講し

た。 

 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ 地域の医療機関やさくらがわ地

域医療センターその他の関係機関

と連携強化を図り、受入困難な３

次対応の患者は、救命救急センタ

ー等と緊密に連携し、対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域医療機関やさくらがわ地域

医療センターと常に情報交換しな

がら連携を密にし、２４時間３６

５日救急医療の提供を継続する。

３次対応の患者については必要に

応じて救命救急センター等と連携

し対応する。 

 

 

・ 受入困難な重症患者は、県主導で

導入した遠隔画像診断が可能なツ

ール（ＪＯＩＮ）を用い、大学病院

や救命救急センター等、２次医療

圏を越えた高次機能病院と連携し

対応する。 

 

 

・ さくらがわ地域医療センターとは

定期的な実務者会議及び管理者会議

を行うことで、患者の紹介・逆紹介

の円滑な連携（療養病床１枠の確保）

を図り、互いの様々な取組について

も情報交換した。こうした連携を通

し、２４時間３６５日救急医療を提

供できる体制を整えた。 

 

・ ２０２５（Ｒ７）年度も救急搬送困

難症例について、地域における救急

搬送の質を高めるための筑西広域メ

ディカルコントロール協議会があ

り、当院がその中心となり、輪番制

の４病院における救急搬送困難事案

対策案について検討した。 

３次救急患者は、筑西広域消防本

部管内の救急隊、大学病院及び救命

救急センターとの連携を図り、受入

困難な患者については近隣の医療機

関に受入れを依頼した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上  

⑶ がん、脳疾患、心疾患、糖尿病への対応 

 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑶ がん、脳疾患、心疾患、糖尿病への対応 

住民の健康を守るため、重要課題である上記疾病への対応を周辺の高度医療機関や地域の医療機関等と連携、役割分担し、専門的な医療の

提供体制を整備するとともに、切れ目のない継続的な治療を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑶ がん、脳疾患、心疾患、糖尿病への対応 

・ がんについては、専門的治療を行

いつつ、がん診療連携拠点病院と

の連携を図りながら、地元医師会

等の地域医療機関との更なる連携

を図り、患者の病態に応じた治療

を提供する。 

また、高度医療機関からの受入

れ、治療の継続を積極的に行う。 

 

 

 

※公立病院経営強化プラン２０２３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(目標) 

2025 

(R7) 

(目標) 

手術件数 1,779件 1,800件 1,800件

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 脳疾患及び心疾患については、Ｉ

ＣＴを活用し、高度医療機関との

連携やリハビリテーション施設、

・ がんについては、消化器がん全般

の診断から治療までの拡充を図

る。診断機器を用いた迅速な診断

を行い、腹腔鏡を用いた体に負担

の少ない外科的治療及び術後化学

療法を推進する。また、地域完結型

の診断・治療を目指す。 

さらに、早期発見及び予防に向

けての啓発活動に取り組む。 

 

 

※公立病院経営強化プラン２０２３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

手術件数 1,779 件 2,042 件 1,800 件

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 脳疾患については、ＩＣＴ（ＪＯ

ＩＮ）を継続活用し、高次機能病院

との連携を行う。 

・ がんについては、消化器がん全般

について腹腔鏡を用いた手術を行

い、外来における術後化学療法を実

施している。 

２０２５（Ｒ７）年度２９９件 

２０２４（Ｒ６）年度２７５件 

また、早期発見に向け、診察時や健

診時に胃がんリスクについて説明を

実施し啓発を行い、内視鏡等の検査

を推奨した。 

 

 

【実績】 

年度  

 

項目 

2025 

(R7) 

手術件数 2,111 件 

 
【実績】（がん含む全身麻酔手術） 

年度  

 

項目 

2025 

(R7) 

手術件数 848 件 

 

・ 脳疾患については、ＪＯＩＮを活

用し、高次医療機関と連携し、速や

かに専門的診療を実施できる体制の

構築に努めた。２０２５（Ｒ７）年度

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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かかりつけ医等の在宅医療を行う

地域の医療機関と連携し、速やか

に専門的診療を実施できる体制を

整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 糖尿病については、診断や定期的

に必要な合併症のチェック等、初

期・安定期の治療から、専門的検査

及び診断、急性合併症、慢性合併症

の治療を行い、地域医療機関と連

携して、治療を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 心疾患患者対応に向けた体制構

築を図り、診療体制・検査体制の充

実を図る。心疾患に関して、地域住

民を含む患者や他医療機関スタッ

フへの啓発を行う。 

 

 

 

 

・ 院内心不全チームを中心に心疾

患ケアに携わる看護師育成をすす

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 糖尿病患者の２人主治医制を推

進し、コントロール不良時や症状

悪化時の精査・治療に迅速に対応

する。 

  また、コントロール不良の患者

について、教育入院を促進する。 

 

 

 

・ 糖尿病指導療法士を中心に関連

する職員に学習会等を通してスキ

ルアップを図る。 

 

 

における脳疾患についてのＪＯＩＮ

活用は、８件（２０２４（Ｒ６）年度

１０件）であった。 

 

・ 心疾患については、救急での受入

れを行い、必要に応じて高次医療機

関との連携による転院搬送を行なっ

た（２０２５（Ｒ７）年度１６件、２

０２４（Ｒ６）年度１件）。また、入

院及び外来において、心不全療養指

導士が、指導ツールを活用した生活

指導を行なった。 

 

・ 心不全に関する勉強会を実施し、

知識や看護スキル向上に継続して努

めた。 

・ 心エコーを行うことのできる人員

については、２０２２（Ｒ４）年度に

４名に増員しており、検査体制の更

なる充実に向け、継続的な人員の育

成を図った。（２０２５（Ｒ７）年度

は４名体制、心エコー１，１５８件）

（２０２４（Ｒ６）年度は４名体制、

心エコー１，２１３件）。 

 

・ 糖尿病患者の紹介・逆紹介を行う

とともに、初期・安定期の治療から、

専門的検査と診断、急性合併症及び

慢性合併症の治療など幅広く提供し

た。コントロール不良の患者につい

ては教育入院を提供し、眼科・内科

が連携することで、合併症の対応も

行った。 

 

・ 糖尿病患者サポートチームでは、

医師を含む多職種をメンバーとし

て、月に１回、活動報告及び事例検

討を実施している。 

また、毎月第４月曜日に、外来２

枠を設けて患者に対する生活指導を

行った。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑷ 救急医療の取組 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑷ 救急医療の取組 

    周辺の高度医療機関及び救急医療機関と連携、機能分担を行い、筑西・桜川地域において２次救急を完結すること。 

また、２次救急医療機関としての役割を果たすため、周辺の高度医療機関や地域の医療機関、さくらがわ地域医療センター、その

他消防等の関係機関と連携し、救急受入体制の強化を図り、さらに当２次医療圏外に流出している患者を受け入れるよう努めるこ

と。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑷ 救急医療の取組 

・ ２４時間３６５日救急医療を提供

する。 

・ ２次救急医療の完結に向けて、医

療職の知識や技能の向上及び救急

受入体制の充実を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 救急搬送困難事例や２次医療圏外

に搬送した患者の症例検討を広域

消防本部と定期的に行い、高い応需

率維持に努める。 

 

 

 

 

 

・ ２４時間３６５日救急医療を提供

するために、管内の中心的な医療機

関として、病院前救護における救急

隊員救命処置への「指示・指導助

言」、「救急搬送事後検証」、「教育研

修・病院実習等」について年間を通し

て積極的に協力し、地域メディカル

コントロール、地域医療に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 筑西広域メディカルコントロール

協議会検証会に積極的に参加し、病

院前救護の充実を図る。 

また、検証会等において代表及び

検証医師により当院への搬送事例に

ついて個別検証を行い、地域メディ

カルコントロールの充実と質の向上

を目指す。 

・ 脳・心臓・肺などの急性期疾患につ

いては他医療圏への搬送に依存せざ

るを得ず、目標とする応需率９０％

には現実的に対応できない状況であ

る。救急搬送件数全体が減少してい

る背景を踏まえつつ応需率の向上に

努め、７８％から８０％へと引き上

げた。 

・ 事後検証については、第１回を２

０２５（Ｒ７）年７月３１日、第２回

を２０２５（Ｒ７）年１１月２日の

日程で、救急隊と西部メディカルセ

ンター他輪番病院医師による事後検

証会に参加し検証を行った。 

・ 救急隊病院実習受け入れ状況 

再教育病院実習当直６５人 

新人就業前病院実習３人 

実習生を受け入れ指導した。 

 

・ 筑西広域メディカルコントロール

協議会の専門部会検証医師（当院救

急科医師２名）による救急搬送した

個別検証を毎月２回実施、計３１５

症例について医師検証を行った。 

 

 

 

 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当

であると判断した。 
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※公立病院経営強化プラン２０２３ 

【指標】  

年度  

項 目  

2021 

(実績) 

2024 

(目標) 

2025 

(目標) 

救急搬送患

者数  
2,216 件2,400 件2,500 件

・ 「救急センター」を新たに院内組織

として位置づけ、重症患者の救急受

け入れから入院治療へと、より緊密

かつ有機的な対応を行う。 

 

 

 

・ 院内外の医療従事者の救急医療に

関する知識・技能の向上を図るため、

様々なテーマについて、救急勉強会

を継続して開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公立病院経営強化プラン２０２３ 

【指標】  

年度  

項 目  

2021 

(実績) 

2024 

(実績) 

2025 

(目標) 

救急搬送患

者数  
2,216 件2,748 件2,500 件

・ 前年と比べ、救急応需件数が減少

している。しかし、応需率は増加し

ており、救急搬送件数自体の減少が

見受けられる。筑西広域消防本部管

外に搬送されている患者をどのよう

に管内で応需するかが課題である。 

 

・ 筑西広域管内の医療従事者向けＢ

ＬＳコース（救命処置講座）を消防

本部との共催により２０２５（Ｒ７）

年８月３０、３１日に実施した。 

・ 院内の非医療従事者向けにもＡＥ

Ｄの基本的な使用方法と日本版救急

蘇生ガイドラインに準拠した、心肺

蘇生を含めた救命講習を２０２５

（Ｒ７）年８月７日実施した。委託

業者、非常勤職員等１８人が受講し

た。 

・ 月に１～２回、様々な分野からテ

ーマを決めて定期的に救急勉強会を

開催した。２０２５（Ｒ７）年度は、

１３回実施し、多職種の職員から毎

回多くの質問が出るなど、大変有意

義な勉強会となった。 

２０２５（Ｒ７）年度 

計１３回 延べ参加数２７２人 

２０２４（Ｒ６）年度  

計１４回 延べ参加数３３３人 

・ 勉強会は、年間計画を基に毎月開

催し、後日動画配信も実施し救急医

療を学べる機会を拡大した。 

 

 

【実績】 

  年 度 

項 目 

2024 

(R6) 

2025 

(R7) 

救急搬送患

者数 
2,748件 2,545件 
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救急入院患

者数 

（救急搬送

患者数に占

める割合） 

1,509 件

 

(68%) 

1,680 件

 

(70%) 

1,750 件

 

(70%) 

 

【指標】 

年度

項目 

2022 

(R4) 

2025 

(R7) 

救急搬送応需率 90% 90% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急入院患

者数 

（救急搬送

患者数に占

める割合） 

1,509 件

  

(68%) 

1,685 件

  

(61%) 

1,750 件

  

(70%) 

 

【指標】 

 
 

     年 度 

項 目 

2025 

(R7) 

救急搬送応需率 90% 

救急入院患

者数 

（救急搬送

患者数に占

める割合) 

1,685件 

 

(61%) 

1,222件 

 

(48%) 

 

【実績】 

年 度 

項 目 

2024 

(R6) 

2025 

(R7) 

救急搬送応需率 76% 80% 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑸ 災害拠点病院としての災害への取組 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑸ 災害拠点病院としての災害への取組 

災害拠点病院として、設備や備蓄等を整え、災害医療訓練等を行い、災害時対応体制を強化すること。 

また、災害発生時に傷病者を円滑に受け入れ、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の派遣又は受入れが迅速に実施できるよう、行政、医療機関、消防

機関、地域住民等との連携を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑸ 災害拠点病院としての災害への取組 

・ 災害拠点病院として、大規模災害

の発生時に、ＤＭＡＴ（災害派遣医

療チーム）の派遣又は受入れが迅

速に実施できるよう、日頃から実

動訓練等により、医療機関、行政、

消防機関及び地域住民等との連携

を図る。 

 

 

 

 

 

 

・ 災害拠点病院として、ＢＣＰ（業

務継続計画）、院内災害マニュアル

の見直しや設備、備蓄等を整え、非

常時の受入体制を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 大規模災害の発生時にＤＭＡＴ

（災害派遣医療チーム）の活動が

迅速に実施できるよう、日頃から

実動訓練やＤＭＡＴ隊員研修等に

参加するとともに、ＤＭＡＴ隊員

の増員を図り、２チーム体制を確

立する。 

 

 

 

 

 

 

・ 建物、消防設備の維持管理と消防

訓練を年２回実施し、防災と防火

管理体制の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

・ 災害時における地域医療体制の

構築を図るため、医師会、行政、消

防警察等の関係機関と防災訓練等

を実施し、地域医療体制の連携強

化を図る。 

 

・ 大規模災害発生に備え、ＤＭＡＴ

（災害派遣医療チーム）の政府訓練

「令和７年大規模地震訓練」に９月

５，６日現地東北方面の青森県参集

訓練に７名（医師２名、看護師２名、

事務調整員３名）が病院救急車及び

ＤＭＡＴ車で出動した。 

また、１月３１日に東京女子医科

大学附属足立医療センターにおいて

関東ブロック訓練に参加した。２チ

ーム体制については編成可能な人員

を確保している。 

 

・ 健診センター新設に伴う火災対応

訓練を２回実施した。２０２６（Ｒ

８）年１月２６日透析室塩素ガス対

応訓練、２０２６（Ｒ８）年３月１０

日病院病棟の火災対応、屋外階段、

院内消火散水栓等の取扱いの訓練を

実施し防火管理体制の強化に努め

た。 

 

・ 災害拠点病院として、過去の経験

や訓練を踏まえＢＣＰ（事業継続計

画）に合わせ電子カルテシステム更

新や医療情報システムサイバーセキ

ュリティＢＣＰを策定した。 

 

 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ ＮＢＣ災害（核・生物・化学）に

ついて、また、テロの事案への対応

体制についても充実を図る。 

 

 

 

 

・ 業務継続計画（ＢＣＰ）、マニュ

アル等を継続的に見直し改訂更新

を行う。 

また、災害・防災対策委員会の検

討課題や防災訓練の結果を踏ま

え、ＢＣＰやマニュアルに反映さ

せ災害時の体制を強化する。 

 

 

・ １１月１６日に災害活動の円滑化

と協力体制を強化するため第６回防

災訓練を実施した。真壁医師会、筑

西保健所、筑西市、筑西広域消防本

部、筑西警察署が参加し災害時の医

療体制の連携と構築を図った。 

 

・ 真壁医師会、筑西保健所、筑西広

域消防本部、筑西警察署及び地域の

開業医等の医療機関にも参加いただ

き、協力体制の強化を図ったことと

併せ、新興感染症への対応を想定し

た訓練を行うことができた。さらに

回を重ねるごとに、地域の課題検討

の場となり地域の連携に繋がった。

また、２０２５（Ｒ７）年８月医療情

報システムサイバーセキュリティＢ

ＣＰを作成し施行した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑹ 小児医療への取組 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑹ 小児医療への取組 

   小児救急体制の強化及び周辺の高度医療機関との連携により幅広い受入体制の構築を目指すこと。 

また、小児の入院治療が可能な体制を地域の医療機関等と連携を図りながら充実させること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑹ 小児医療への取組 

・ 地域医療機関と協働し、勉強会を

通じ、診療所からの紹介・入院を増

やす。 

 

 

 

 

 

 

 

・ アレルギー負荷試験や検査入院

を積極的に受け入れる。 

 

 

 

 

・ 在宅医療を実施している地域の

診療所、特に筑西診療所と連携し、

地域の重症心身障害児等の在宅医

療を支援するとともに、レスパイ

ト入院の受入れの充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 臨床研究会や連携懇話会等を開

催し、顔の見える連携を取ること

で、紹介患者増につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 入院可能な体制を活かし、アレル

ギー負荷試験や検査入院を積極的

に受け入れる。 

 

 

 

・ 在宅療養支援診療所と連携を図

りながら、在宅医療を支援し、必要

に応じて、レスパイト入院を積極

的に受け入れる。 

・ 新型コロナウイルス感染症の状況

により今までは見合わせていた、臨

床研究会や連携懇話会を２０２５

（Ｒ７）年度は対面により開催し、

顔の見える関係づくりと連携を強化

し紹介患者増に努めた。また、救急

勉強会については、当院小児科医師

が講師となって開催し、近隣の開業

医数名がＷｅｂにて参加した。 

 

・  アレルギー負荷検査入院を積極的

に受け入れており、２０２５（Ｒ７）

年度においては延べ９１人が入院し

た（２０２４（Ｒ６）年度延べ９８

人）。 

 

・ 在宅医療後方支援病院として、在

宅療養支援診療所と密に連携を取

り、緊急時の受入れを行っている。

また、レスパイト入院については、

２０２５（Ｒ７）年度に小児１４人、

小児から成人への移行期を含めて計

２９人を受け入れた。２０２４（Ｒ

６）年度は、小児５人、小児成人移行

を含め計１９人の受入れであった。

これらはいずれも院内医師の協力体

制により実現したものであり、要請

については全件受け入れることがで

きた。 

４ ４ ■ 新型コロナウイルス感染

症の状況により見合わせて

いた、臨床研究会や連携懇

話会を対面により開催し、

顔の見える関係づくりと連

携を強化し紹介患者増に努

めた。 

  また、アレルギー負荷試

験や検査入院を積極的に受

け入れるとともに、在宅医

療後方支援病院として、在

宅療養支援診療所と連携

し、要請のあったレスパイ

ト入院を全件受け入れたこ

とは評価できる。 

以上のことから、年度計

画を上回って実施している

と判断した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑺ 地域包括ケアシステムの推進 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑺ 地域包括ケアシステムの推進 

   医療、介護、予防、生活支援、住まいが一体的に提供される地域包括ケアシステムを推進するため、行政、医師会、地域の医療機関、介護福

祉施設等との連携を図り、在宅復帰支援の強化や訪問看護などの患者のフォローアップや生活の安定を図ること。さらに、訪問リハビリの実施

などにより、地域の在宅医療サービスの充実や健康づくり、介護予防に寄与すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑺ 地域包括ケアシステムの推進 

・ 入院支援と退院支援を行う患者

総合支援室と各病棟との連携強化

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 退院支援のリンクナースを各病

棟に配置することで、より患者の

状況に即した退院支援を可能とす

る。 

 

 

 

 

 

・ 地域の医療機関だけでなく介護

関連施設等とも連携し、地域の中

核病院としての役割を果たす。 

 

 

 

 

 

・ 筑西診療所においては、地域の在

宅療養を支える中心的役割を担

・ 患者総合支援室の専従看護師と

社会福祉士が、医師や病棟看護師、

薬剤師等、多職種との定期的なカ

ンファレンスを行い、ＤＰＣの入

院期間を念頭に置いて、患者の状

況に応じて支援をする。 

 

 

 

 

・ 各病棟管理者やリンクナースが

中心となって退院支援カンファレ

ンスを定期的に実施し、方向性を

可視化しスムーズな退院支援をす

すめる。 

 

 

 

 

・ 自宅以外の入退院先となる介護

保険施設等と連携を密にし、必要

に応じ、関係機関と退院前カンフ

ァレンスを行い、退院支援を実施

する。 

 

 

 

・ 筑西診療所は、在宅医療への移行

支援、日常の療養支援、急変時の対

・ 専従社会福祉士１名と専任社会福

祉士４名、専任看護師２名が、医師

や病棟看護師を含む多職種と情報を

共有しながら、患者の状況に応じた

支援を行った。患者総合支援室では、

週に一度カンファレンスを実施し、

患者状況について情報共有し、長期

入院患者や対応困難な事例につい

て、対応の検討を行った。 

 

・ 各部署担当スタッフが入退院支援

委員会に参加し、管理者及びリンク

ナースが中心となり各病棟でスムー

ズな退院支援を行った。また、社会

福祉士と患者総合支援室の専任看護

師が病棟に出向き、プライマリー看

護師とカンファレンスを実施して連

携を図りながら退院支援を行った。 

 

・ 自宅退院し、訪問診療を希望する

患者に対しては、訪問診療導入に向

け関係医療機関と連携しながら退院

後までの調整を行った。また、自宅

退院が困難な患者に対しては、介護

保険施設等と連携しながら退院支援

を行った。 

 

・ 筑西診療所、訪問看護ステーショ

ン、居宅介護支援事業所による毎朝

２ ２ ■ 地域包括ケアシステムの

推進については、地域にお

ける医療・介護の関係機関

の連携が求められる。６つ

の医療機関とグループ化を

図り、在宅医療を提供する

体制の強化を図ったことは

評価すべき点である。 

しかし、重症度の高い末

期患者等が多い患者構成が

利用者数に影響を与えてお

り、訪問診療件数及び訪問

看護件数は共に目標値に対

して、大きく下回っている

状況である。  

  地域包括ケアシステムを

更に推進するために、茨城

県西部メディカルセンタ

ー、筑西診療所及び地域の

医療機関等と連携の強化を

図り、訪問診療件数及び訪

問看護件数の増加に努めて

いただきたい。 

  以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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い、介護予防から人生の最終段階

における医療やケアまでシームレ

スにサービスを提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域包括ケアシステムの更なる

充実のため、茨城県西部メディカ

ルセンターと筑西診療所の連携関

係の最適化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応、看取りにおいて、茨城県西部メ

ディカルセンター及び地域の医療

機関等と連携し、適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 筑西診療所においては、在宅医療

に参入又は拡充に取り組む医療機

関等との連携を図るため、地域の

医療機関と訪問看護ステーショ

ン、居宅介護支援事業所、調剤薬局

等との間で情報共有し、在宅医療

を提供する切れ目のない診療体制

を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のミーティングにおいて、患者の情

報共有を図り、状態に応じた医療の

提供を行い、必要時には茨城県西部

メディカルセンター及び地域の医療

機関への紹介を行った。 

また、他医療機関からの在宅医療

提供依頼に滞りなく応じた。６つの

医療機関とグループ化を図り、地域

の訪問看護ステーション、居宅介護

支援事業所及び調剤薬局が参加する

カンファレンスを月に一度開催して

いる。これにより情報を共有し、在

宅医療を提供する切れ目のない診療

体制を構築した。 

 しかしながら、訪問診療件数及び

訪問看護件数が目標に達していな

い。これは、訪問診療及び訪問看護ス

テーションが病院に附属しているこ

とで、重症度が高く、末期患者などの

受入れが多いため利用者数が増えな

いことが課題である。 

 

・ 筑西在宅医療支援多職種連携会議

参加施設： 

【連携医療機関】 

宮田医院、河上医院、山口医院、さと

うクリニック、いのうえクリニック、

しもだて内科クリニック、筑西診療

所、茨城県西部メディカルセンター 

【施設】 

介護老人保健施設ごぎょうの里 

【訪問看護ステーション】 

みやた訪問看護ステーション、訪問

看護ステーションしもだて、あけの

ケアサポート訪問看護ステーション

リハビリテーション、訪問看護ステ

ーションりあん、筑西診療所訪問看

護ステーション 

【居宅介護支援事業所】 

筑西診療所居宅介護支援事業所 

【調剤薬局】 

株式会社マイドラッグ、つかもと調

剤薬局 
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※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(目標) 

2025 

(R7) 

(目標) 

訪問看

護件数 
1,431 件 1,440 件 1,440 件

訪問看

護件数 
3,784 件 6,720 件 7,680 件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域の医療機関を含む連携機関

との意見交換や研修会を開催し、

医療・保健・福祉の地域の質の向上

に努める。 

 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

訪問看

護件数 
1,431 件 1,313 件 1,440 件

訪問看

護件数 
3,784 件 3,906 件 7,680 件

 

・ 地域医療支援病院として、Ｗｅｂ

による救急勉強会を２０２５（Ｒ７）

年度は、１３回開催した。また、２０

２６（Ｒ８）年２月１７日には、真壁

医師会との連携懇話会を開催した。

真壁医師会より３３名、当院より１

８名の医師が参加した。引き続き、

医師会の先生方と顔の見える関係の

構築を図る。 

 

 

 

【実績】 

年度  

項目 
2025 

(R7) 

訪問診療件数 1,071 件 

訪問看護件数 3,386 件 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 医療サービスの向上 

⑻ 感染症への対応 

 

  

中期目標 

１ 医療サービスの向上 

⑻ 感染症への対応 

   新型コロナウイルス等の新たな感染症といった公衆衛生上重大な健康被害が発生し、又は発生しようとしている場合、行政や関係機関等と密

に連携し、積極的に病床確保に努めるとともに、感染拡大期には、迅速かつ的確に入院患者の受け入れに向け、病床及び勤務体制を速やかに感

染症対応体制へ移行できるように、効率的かつ効果的な人材の育成及び確保並びに人員体制の整備に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 医療サービスの向上 

⑻ 感染症への対応 

・ 平時における感染症対策の強化

に向けて、標準予防策の再教育、指

導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 感染症に対する最新知見を含め

た情報収集を行い、迅速な対策方

針が決定できるように院内の体制

を整備する。 

 

・ 平時より、標準予防策を徹底し、

どのような状況でも感染症対策を

実施できるよう、標準予防策及び

経路別予防策の継続的な教育、指

導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 標準予防策の手指衛生について

は、手指消毒使用量を、年度始めに

部署ごとに使用基準値を設定す

る。使用量と使用タイミングに着

目した評価を繰り返し行うこと

で、使用すべきタイミングの意識

付けと適正な使用量となるよう支

援する。 

 

 

・ サーベイランス等のモニタリン

グを実施することで、感染症の早

期発見に努め、検出された菌の分

析を実施し、必要に応じてフォロ

・ 感染症対策の基本となる標準予防

策については、２０２３（Ｒ５）年度

から習慣化を図ることを目標とし、

２０２５（Ｒ７）年度においても感

染対策をスローガンに掲げ、標準予

防策の意識付けと定着を図った。ま

た、今年度は筑西保健所及び管内の

医療機関と共に薬剤耐性菌対策とし

ての手指衛生の強化を図り、感染対

策の基本である手指衛生に特化して

地域を挙げての感染対策の強化を行

った。２０２６（Ｒ８）年度も継続し

ていく事業の一つである。 

 

・ 年度初めに各部署と感染対策部と

で話合い、手指消毒使用量の使用基

準値を設定した。使用量が芳しくな

い部署に対しては，感染対策室が直

接介入し、アンケートを実施、介入

部分の分析を行い病棟会での指導を

行い、使用すべきタイミングを再認

識したことで使用量の増加につなが

った。 

 

・ 毎週月曜日と木曜日に抗菌薬ラウ

ンドを実施、適正な使用ができてい

るか検討、提案、指導を行い、耐性菌

対策へとつなげた。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 



 

- 20 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保健所と関係医療機関との連携

を図り、情報共有を行い、地域の中

核病院の役割に応じた医療を提供

できる体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーの培養検査を行うことで、感染

拡大を防ぐ。 

・ 院内の環境ラウンド、感染症ラウ

ンドを通じて、感染対策実施状況

を確認し、適切にフィードバック

することで、各部署の感染対策の

ＰＤＣＡサイクルを推進し、感染

対策力向上につなげる。 

・ 抗菌薬使用状況をモニタリング

し、適切な抗菌薬使用を促すこと

で、耐性菌発生の抑制を図る。 

・ 院内のファシリティマネジメン

トとして、水回りの管理、カビの発

生、結露発生について、感染対策部

と総務課、委託業者と協働し、対応

策について検討、対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保健所や関係医療機関と連携し、

第二種感染症指定医療機関及び地

域の中核病院の役割に応じた感染

症医療を提供できるよう、感染対

策部のリーダーシップのもとに各

種感染症患者の診察、検査、入院治

療等に対応する。 

また、各種感染症や新興感染症

に対応できるよう、受入訓練を実

施し、医療体制の整備、充実、強化

を図る。 

 

 

また、感染症ラウンドを実施し、

そのなかで菌の検出状況を確認し、

必要に応じてフォローの培養検査を

実施した。 

さらに、感染対策が実施できてい

るか確認ラウンドを実施し、必要時

に指導した。 

・ ２０２３（Ｒ５）年から継続して

対応している４Ａ病棟シンクの耐性

菌の検出に対する対応については、

清掃後期間をおいて培養検査を実施

し、菌の検出が無いことを確認した。

シンクの使用は可とし、今後も継続

的にフォローしていく予定である。

院内のカビの発生、結露発生につい

ては、総務課と委託業者と協力し、

対応策を検討、除湿器の設置や結露

防止のシートを取り付けた。しかし、

根本的な解決策にはならず、構造物

自体の問題であるため、全体的な修

正を実施していく事が必要であると

考える。 

・ 感染症に関わる各学会や研修へ参

加し、最新知見を含めた情報を得て、

院内の感染対策の見直し及び整備を

図った。最新知見に合わせ、新型コ

ロナウイルス感染症対応マニュアル

や、感染対策マニュアルの変更を行

った。 

 

・ 新型コロナウイルス感染症につい

ては、５類感染症へ移行後は、国及

び県の方針の変更に伴い、患者の状

態に応じた入院受入れを行った。そ

の他、麻しん疑い事例や鳥インフル

エンザの接触者対応、レジオネラ症、

百日咳など各種感染症に対応した。 

・ ２０２５（Ｒ７）年度も、１１月１

６日に関係機関と連携して、新興感

染症に対する訓練を実施した。 

また、第二種感染症指定医療機関

としての受入訓練については、１０

月２７日に筑西保健所と筑西広域消
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・ 感染症対策において地域の中心

となる病院を目指し、地域に向け、

感染対策に関する情報発信や教

育、指導ができる体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 積極的に院外の感染対策を担う

関係者や関係機関と連携を図り、

地域における感染症対応力の向上

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 感染対策向上加算の要件である、

保健所や関連する医療機関とのカ

ンファレンスを開催し、情報提供、

情報共有、指導等を行う。これを通

して保健所や関係医療機関との連

携を深め、地域の感染対策向上に

寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 筑西保健所管内における社会福

祉施設等に対し、感染対策に関し

て情報共有できる場を設定し、地

域の感染対策の底上げの一助とな

るよう活動を計画し、実行する。 

 

 

 

 

防本部と３者協同で受入訓練を実施

した。 

 

・ 感染対策向上加算連携医療機関と

のカンファレンスを６月、７月、９

月、１２月に実施し、情報提供及び

情報共有を行った。また、６月、９

月、１２月、３月には結城病院・平間

病院・さくらがわ地域医療センター・

遠藤産婦人科医院などの医療機関を

訪問し、感染ラウンドを実施して指

導を行った。 

 さらに、筑西保健所管内の病院、

施設が集まるネットワーク会議へ助

言者として参加し、地域の感染対策

における情報共有を行った。 

 

・ 筑西保健所管内の介護老人保健施

設の方を対象とした感染対策に関す

るミーティングを開催した。２０２

５（Ｒ７）年度は３回開催すること

ができ、医療機関のみならず、施設

に感染対策の輪を広げ、地域全体の

感染対策の向上を図ることにつなげ

た。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 医療提供体制の整備 

⑴ 優秀な医療スタッフの確保 

 

  

中期目標 

２ 医療提供体制の整備 

⑴ 優秀な医療スタッフの確保 

特に医師確保に向けて関係機関等と連携して医師の招へいに努めるとともに、研修医・専攻医育成のための取組を充実させること。 

また、優秀な医師、薬剤師、看護師、医療技術職員等の安定的な確保に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 医療提供体制の整備 

⑴  優秀な医療スタッフの確保 

・ 医療スタッフが業務に専念でき

る体制の整備、教育研修の充実、労

働環境の改善等に努める等、病院

の魅力度を高めながら医療スタッ

フの確保に取り組む。また、職員募

集については、病床運用等を見据

えて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 医師の確保 

・ 医師の働き方改革を見据え、

医師の勤務環境改善に努めると

ともに関係機関との調整を図

り、地域の医療提供体制の確保

のため必要とする診療科の医師

確保に努める。また、茨城県西部

地域臨床教育センターでは常に

・ ホームページやハローワーク、求

人サイト、専門職団体のウェブサ

イト等で求人情報の発信を行うと

ともに、各種関係機関との連携を

密に行い、医療スタッフの確保に

努めるほか、求職者とのコミュニ

ケーション通して、病院見学や応

募に繋がるよう丁寧な対応を心掛

ける。 

また、離職が多い職種において

は、人材流出防止策を検討し、人材

の定着に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 医師の確保 

・ 医師派遣大学を訪問し、派遣

依頼を行うほか、地域臨床教育

センター及び寄附講座、様々な

人的ネットワークの活用、また、

必要に応じて医師紹介会社を利

用することにより医師確保に努

める。 

・ 第２期中期計画当初では、病床２

５０床を前提に人材確保計画を行っ

ていたが、２０２５（Ｒ７）年度から

は、稼働病床２０３床に対する人員

確保を行った。 

・ 本年度は医療スタッフ確保に向

け、情報発信の強化と求職者への能

動的アプローチを推進した。看護職

向け紹介動画をホームページに掲載

し職場環境を視覚的に伝えることで

不安軽減を図るとともに、求人サイ

トから資料を取得した求職者へスカ

ウトメールを送信し、応募導線の整

備と応募喚起を強化した。 

・ コロナ支援金終了後年々増え続け

た看護離職者であったが、２０２５

（Ｒ７）年１２月に看護師待遇改悪

を回避することにより、２０２５（Ｒ

７）年度の離職者を前年までの３２

人から２５人に引き下げることがで

きた。 

 

ア 医師の確保 

・ 派遣大学訪問（筑波大・自治医

大・日本医大・獨協医大）による

派遣要請を実施し、茨城県への派

遣要請、地域臨床教育センターや

寄附講座の活用等を通じて医師

確保を継続した。加えて、医師紹

介会社を活用し、開院以来大学派

３ ２ ■ 医療スタッフの確保に向

け、医師派遣元大学との関

係強化、専攻医・研修医の受

入れの推進のほかに、看護

職求職者向けの病院紹介動

画の作成や応募を促すスカ

ウトメールの送信を行うな

ど、情報発信の強化及び求

職者への能動的なアプロー

チに注力された。 

  医師については、従来の

取組に加え、医師紹介会社

を利用することで、新たな

医師を確保したことは、評

価すべき点である。 

  しかし、看護師について

は、採用のための取組を強

化しているところではある

が、年度計画の目標値との

乖離がみられる。 

また、 看護師の時間外勤

務時間数及び退職者数は、

削減されており、ワーク・ラ

イフ・バランスの向上が図

られているが、離職防止策

を更に推進する必要があ

る。 

看護師の確保及び定着に

ついては、医療提供体制の

整備や病床稼働率の観点か
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教育研修環境の充実を図り、最

良の教育環境を提供し、研修医

及び専攻医の育成に努める。 

 

 

 

イ 看護師の確保 

・ 求職者にとって魅力ある制度

づくりに取り組み、インターネ

ットを活用して広く求職者に看

護部の情報発信を行う。また、看

護学校等の実習生や職場体験希

望者の積極的な受入れを行うと

ともに、看護学校等の非常勤講

師を継続し、看護師確保に繋が

るよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 医療技術職等の確保 

・ 実習等を通じて関係教育機関

等との連携を強化し、計画的に医 

 

 

 

 

 

 

イ 看護師の確保 

・ ホームページや看護師求人サ

イト等インターネットを活用し

て情報発信を行うとともに、就

職説明会への参加、学校訪問、看

護実習生の受け入れ、インター

ンシップや職場体験希望者の受

入れ等を継続する。 

また、看護学校への看護教員派

遣を維持し、看護学生との長期

的な繋がりを活かして更なる

看護師確保を目指すほか、部内

において看護師の業務改善に

取り組むことでワーク・ライ

フ・バランスの向上を図り、人

材流出防止に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 医療技術職員等の確保 

・ 教育機関との良好な関係性を

継続的かつ効果的に積み上げて

遣以外で初めて、次年度医師１名

の確保に至った。今後も大学・行

政との連携とネットワークを強

化しつつ、必要に応じ紹介会社も

併用し医師確保を推進する。 

 

イ 看護師の確保 

・ 就職説明会参加、求人サイトへ

の情報提供、職員紹介制度による

採用、奨学金・支援金の活用、自

治医科大学附属病院からの看護

師派遣受入れを実施した。学校連

携として看護学校への教員・講師

派遣を継続し、近隣中学（下館中・

下館西中・関城中・下館南中）及

び下館二高の職場体験・インター

ンシップ、病院見学の随時受入

れ、実習生受入れを行い将来の採

用につながる接点を確保した。加

えて、病院紹介動画のホームペー

ジ掲載とスカウトメール送信を

実施し、応募導線の強化を図っ

た。 

・ 看護部全体で時間外勤務の短縮

に取り組み、２０２５（Ｒ７）年

度は下記の通り短縮している。 

２０２５年度  ５,３３４時間 

２０２４年度 １０,４２７時間 

２０２３年度 １２,７０２時間 

 

【実績】 

〔看護師入退職人数〕 

年

度 

2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

2024 

(R6) 

2025 

(R7) 

入

職 
33名 33名 31名 26名 25名 

退

職 
28名 17名 25名 32名 25名 

 

ウ 医療技術職員等の確保 

・ 教育機関との信頼関係を継続的

に構築・深化させるため、ＯＢ・

らも喫緊の課題として、継

続して取り組んでいただき

たい。 

  以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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療技術職員の確保に努める。 

 

 

 

 

【指標】 

年度 

項目 

2022 

(R4) 

2025 

(R7) 

医師 34 人 37 人 

看護師 176 人 196 人 

薬剤師 12 人 12 人 

臨床検査技師 17 人 20 人 

診療放射線技師 14 人 15 人 

理学療法士 13 人 13 人 

作業療法士 8 人 8 人 

言語聴覚士 4 人 4 人 

臨床工学技士 4 人 4 人 

管理栄養士 4 人 4 人 
 

いくため、ＯＢ・ＯＧによる母校

訪問を行うとともに実習生の受

け入れを通して優秀な人材確保

に努める。 

 

【指標】 

年度 

項目 

2025(R7) 

医師 37 人 

看護師 196 人 

薬剤師 12 人 

臨床検査技師 20 人 

診療放射線技師 15 人 

理学療法士 13 人 

作業療法士 8 人 

言語聴覚士 4 人 

臨床工学技士 4 人 

管理栄養士 4 人 
 

ＯＧの母校訪問を行い、併せて実

習受入れを推進することで概ね

人員を確保することができた。 

 

 

【実績】 

    年度 

項 目 

2025 

(R7) 

計画 

比較 

医師 35 人  ▲2 

看護師 178 人 ▲18 

薬剤師 12 人  

臨床検査技師 19 人 ▲1 

診療放射線技師 16 人 1 

理学療法士 15 人 2 

作業療法士 7 人 ▲1 

言語聴覚士 4 人  

臨床工学技士 5 人 1 

管理栄養士 4 人  
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 医療提供体制の整備 

⑵ 医療スタッフの専門性・医療技術の向上 

 

  

中期目標 

２ 医療提供体制の整備 

⑵ 医療スタッフの専門性・医療技術の向上 

医師、薬剤師、看護師、医療技術職員等の専門性や医療知識・技術を向上させるため、職責に応じた教育研修制度等を充実すること。 

また、専門資格の取得や研究等に対する支援制度の充実に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 医療提供体制の整備 

⑵ 医療スタッフの専門性・医療技術の向上 

・ 若手や中堅、管理職向けの研修や

階層別研修等、教育研修制度を充

実させ、職責に応じて業務に必要

な知識や技能の習得を図る。また、

専門資格取得に対する支援制度を

充実し、職員の育成及び医療の質

の向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ より安全で質の高い医療を提供

するため医療スタッフには研修参

加、資格取得支援規程による支援

を継続する。 

また、病院経営の現状と将来を

見据え、病院経営に貢献するスキ

ルと知識を習得するために役職者

研修の内容充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 職員の育成は計画的に継続する。

認定看護師については、２０２５

（令和７）年度新たな分野で２名

追加できる見込み。認定看護管理

者研修のセカンド及びサードレベ

ルについては管理部署状況により

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ より安全で質の高い医療提供に資

する人材育成を目的として、研修参

加及び資格取得支援規程に基づく支

援を継続した。各部署において、業

務に必要となる知識・技能の向上を

図るため、外部研修、Ｗｅｂ研修、学

会等へ積極的に参加し、最新知見の

習得と専門性の向上に努めた。 

また、病院経営の現状と将来を見

据え、病院経営に貢献するスキルと

知識の習得を促進するため、役職者

を対象に診療報酬に関する研修を実

施し、経営視点の強化と実務への活

用を図った。 

 

・ 専任教員養成講習を終了した看護

師１名を茨城県結城看護専門学校へ

看護教員として派遣した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ２ ■ 研修参加及び資格取得支

援規程に基づく支援を継続

しており、各部署において

研修や学会等に積極的に参

加し、最新知見の習得と専

門性の向上に努め、病院経

営に貢献するスキルと知識

の習得を促進する役職者向

けの研修も実施している。 

しかし、今期に関しては

年度計画に掲げた指標の半

分以上（認定看護師新規取

得者数、臨床指導者数、認定

看護管理者（セカンド）数）

を達成できていないことか

ら、職員の育成及び医療の

質の向上に課題がある。 

以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 



 

- 26 - 

【指標】 

年 度 

 

 

項 目 

2022 

(R4) 

~ 

2025 

(R7) 

認定看護師新規取得者数 2 人 

臨床指導者 4 人 

認定看護 

管理者 

ﾌｧｰｽﾄ 8 人 

ｾｶﾝﾄﾞ 6 人 

ｻｰﾄﾞ 2 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標】 

 

2025 

(R7) 

認定看護師新規取得者数 2 人 

臨床指導者 3 人 

認定看護 

管理者 

ﾌｧｰｽﾄ 3 人 

ｾｶﾝﾄﾞ 1 人 

ｻｰﾄﾞ 0 人 
 

【実績】 

            年 度 

 

 

項 目 

2025 

(R7) 

認定看護師新規取得者数 1 人 

臨床指導者 1 人 

認定看護

管 理 者 

ﾌｧｰｽﾄ 3 人 

ｾｶﾝﾄﾞ 0 人 

ｻｰﾄﾞ 0 人 

・ 認定看護師教育課程には心不全看

護分野１名、摂食嚥下障害看護分野

１名の計２名が受講し、修了したが

１名は２０２６（Ｒ８）年度に受験

する予定。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 医療提供体制の整備 

⑶ 多職種連携に基づくチーム医療の実践 

 

  

中期目標 

２ 医療提供体制の整備 

⑶ 多職種連携に基づくチーム医療の実践 

医療の高度化、複雑化に対応するため、診療科や職種を超えた連携を推進し、総合的な診療とチーム医療を提供すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 医療提供体制の整備 

⑶ 多職種連携に基づくチーム医療の実践 

・ 多職種連携を進めるために、異な

る専門職の専門性を理解し、お互

いに尊重し合い専門性を発揮でき

るような多職種連携教育やカンフ

ァレンスを推進する。 

 

 

・ 栄養サポートチーム（ＮＳＴ）、

感染対策チーム（ＩＣＴ）、褥
じょく

瘡
そう

対

策チーム（ＰＵＴ）の体制の充実を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 入退院支援看護師と各部署のリ

ンクナースが連携し、効果的な退

院支援とカンファレンスを行い、

情報共有する。 

 

 

 

・ 多職種が互いの職種役割を十分

理解して、医療の質向上に向けて

具体的なチーム活動を実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ 栄養サポートチーム（ＮＳＴ）、

感染対策チーム（ＩＣＴ）、褥瘡対

策チーム（ＰＵＴ）の活動は、各委

員会活動を中心として積極的に実

践する。 

 

 

・ 診療科カンファレンスの他に各病

棟で地域医療連携部の看護師及び社

会福祉士、各病棟リンクナースが中

心となり退院支援カンファレンスを

実施し、情報交換を含めた意見交換

が活発に図れるよう進めた。 
 

・ 各部署の退院支援カンファレンス

は、地域医療連携部の看護師及び各

部署管理者とリンクナースが中心と

なり、各職種が役割を理解しながら、

今後の治療、リハビリ、ケアの内容、

退院先の選定などの方向性を共通理

解するため意見交換を活発に進め

た。 

 

・ 栄養サポートチームは、入院時の

嚥下評価シートを活用し、適切な嚥

下および栄養指導を行う目的で、週

１回のペースでラウンドを実施して

いる。感染対策チームも毎週ラウン

ドを実施しており、適切な抗菌薬使

用の指導と感染のおそれがある原因

の抽出を行い予防に努めている。褥

瘡対策チームは、２週間に１回、病棟

回診を行うとともに、院内急変時に

は策定したマニュアルに沿って対応

した。 

 

 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑴ 患者及び患者家族の満足度向上への取組 

 

  

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑴ 患者及び患者家族の満足度向上への取組 

職員全員が患者のニーズを的確にとらえ、患者一人ひとりの個別性に配慮した対応・診察を行うことにより、患者満足度を向上させること。 

また、職員一人ひとりが接遇の重要性を認識し、接遇の向上に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑴ 患者及び患者家族の満足度向上への取組 

・ 患者及びその家族からの意見や

提案を意見箱にて随時受け付け、

改善策の検討及び具体的な計画策

定について迅速に対応し、利用者

や職員に見える形で取り組み状況

を共有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 入院及び外来患者に対するアン

ケートを年１回行い、患者の評価

やニーズを把握する。また、アンケ

ート結果を病院全体にフィードバ

ックし、より一層のサービスの向

上に努める。 

 

 

 

 

 

・ 総合受付及び入院病棟に設置す

る意見箱のほか、ホームページか

らも意見及び要望を受け付ける。

改善策の検討及び実施について迅

速に取り組み、状況を意見の内容

と併せ内外に向け発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 入院患者及び外来患者に対する

満足度調査を実施し、過去の調査

結果との比較検討を行ったうえ

で、総合的な満足度の低い事項を

中心に改善に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

・ 総合受付及び入院病棟に設置する

意見箱のほか、公式ホームページか

らも意見及び要望を受け付けてお

り、患者サポート委員会と連携して

対応できる内容から改善した。 

会計窓口・保険証窓口・精算機の導

線について再度見直しを行った。 

わかりにくいとの意見が多かった

駐車場について、出口の増設や案内

板の設置などの改修を実施した。 

新型コロナウイルス感染症のた

め、入院患者の面会を制限していた

が、５類感染症への移行と、近隣医療

機関の状況を踏まえ、面会制限を緩

和した。 

患者対応に対する意見について

は、各部署で共有し改善策を話し合

った。 

 

・ １１月に患者満足度調査を行い外

来３２９件、入院６６件の回答があ

った。集計結果については、ホームペ

ージに掲載するとともに、来院者が

自由に閲覧できるよう、１階の意見

箱前に設置した。意見箱と同様に、改

善に取り組んだ。調査結果で最も意

見が多かった駐車場がわかりにくい

との意見に対し、改修を行った。ま

た、意見があったコロナ禍で制限し

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ 接遇研修会を年２回実施し、患者

満足度の向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 洗練された接遇が定着するよう

身だしなみチェックを定期的に実

施するほか、全職員を対象とする

接遇研修会を年２回実施する。 

 

ていた、入院患者さんの売店利用も

再開した。 

 

・ 接遇研修についてはＷｅｂを含め

３回実施した。また、身だしなみチェ

ックを年に２回実施した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑵ 利便性及び快適性の向上 

 

  

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑵ 利便性及び快適性の向上 

患者や来院者が快適に過ごせるように院内環境の整備を図るとともに、高齢者や障がい者も安心して医療を受けられる体制を整備すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑵ 利便性及び快適性の向上 

・ 患者及び来院者に、より快適な環

境を提供するため、駐車場、病室、

待合室、トイレ等の改善や改修を

計画的に実施するとともに、患者

のプライバシー確保に配慮した院

内環境の整備に努める。 

 

 

 

・ 診察や検査等の待ち時間を短縮

するため、定期的に待ち時間調査

を実施し、予約の運用や患者動線

の改善、検査機器の稼働率向上等

の対応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 病院の立地を考慮し、公共交通の

整備について、関係機関への協力

依頼に努める。 

・ 清掃業務、警備業務及び施設管理

業務等が適切に実施されるよう委

託業者を管理するとともに、患者

プライバシーにも配慮した環境整

備に努める。 

 

 

 

 

・ 診察や検査等の待ち時間調査を

定期的に行う。 

また、駐車場や待合室をはじめ

とする来院者の利用する設備につ

いては、必要に応じて見直しを実

施する。 

 

 

 

 

 

 

・ マイナ保険証の利用を推進し、保

険証確認の時間を短縮すること

で、患者の利便性向上に努める。 

 

 

 

・ 公共交通の整備については、行政

（市）等関係機関と協議し、協力を

依頼する。 

・ 委託業者の業務管理については、

日報や月報の確認に加え、定例会議

の開催により適切に行った。また、

緊急を要する案件については、臨時

の協議を実施し柔軟に対応した。さ

らに、患者の環境整備を行う清掃業

者に対しては、患者のプライバシー

に十分配慮するよう指導を行った。 

 

・ システム更新に伴い、従来用いて

いた待ち時間の計測手法が使用でき

ない状況となり、既存の方法による

データ取得が困難となった。このた

め、本年度においては待ち時間に関

する調査を実施することができなか

った。 

・ 駐車場利用者の利便性向上を図る

ため、案内表示の内容や配置を見直

すなど、分かりやすい案内となるよ

う改修を行った。 

 

・ マイナ保険証の使用をポスター掲

示や声掛けにより推進し、機械によ

る読み取りに移行した。これにより

保険証確認窓口の混雑が解消され、

保険証番号間違い等がなくなった。 
 

・ 現在、筑西市広域連携バスが１０

便、筑西市地域内運行バスが６便、

道の駅経由のバスが３便運航されて

いる。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑶ 健康増進、疾病の予防及び予防医療の活動 

 

  

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑶ 健康増進、疾病の予防及び予防医療の活動 

筑波大学ヘルスサービス開発研究センター地域予防医学部門筑西市研究室による研究結果や知見を活かした特色ある地域住民に対する健康の

維持・増進や疾病の予防・治療等に関するセミナー及び講座等を開催し、啓発活動を積極的に行うことで、病院職員が地域住民や関係者と協働

していくこと。 

また、病院外における活動についても自治体、医師会等関係機関、地域住民との協働を推進すること。 

あわせて、疾病予防や生活習慣病の早期発見を推進するため、保健福祉を担う自治体担当部局と連携を図り、積極的に予防医療の充実を図る

こと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑶ 健康増進、疾病の予防及び予防医療の活動 

・ 地域住民の介護予防や健康の意

識を高めることなどを目的とし

て、筑波大学ヘルスサービス開発

研究センター地域予防医学部門筑

西市研究室による研究や地域住民

のニーズを踏まえた公開講座等を

開催し、地域社会に貢献する教育

活動を実施するとともに、行政や

医師会等の関係機関との協働を図

り、地域住民が主体的に健康の維

持増進に取り組めるよう啓発活動

を行う。 

 

・ 人間ドックや健康診断について

は、新型コロナウイルス感染症の

流行状況等を勘案のうえ、受入人

数増等へ適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 院内に設置されている筑波大学

ヘルスサービス開発研究センター

地域予防医学部門筑西市研究室と

協働し、住民に対する生活習慣病

や予防医学についての講演会を実

施する。なお、実施にあたっては感

染症等の流行状況を勘案し検討の

うえ、決定する。 

また、筑波大学が実施している

「筑西次世代多目的コホート研

究」に参画し、疾病傾向と予防に

ついて啓発活動に取り組む。 

 

・ 健診センターにおいて、１日３６

名の受入体制を安定運用し、次年

度の４２名受け入れに向けた人員

確保・施設・オペレーションの準備

を進めるとともに、健康保険組合

連合会との契約を締結し、新規受

診者の確保と健診事業の拡充を図

る。 

 

 

 

 

・ 生活習慣病や予防医学についての講

演会は新型コロナウイルス感染症流

行により開催していなかったが、筑西

市が２０２５（Ｒ７）年９月２３日に

開催した「ちくせい地域医療シンポジ

ウム」に各部門から参加した。 

また、筑波大学の「筑西次世代多目

的コホート研究」について、当院に設

置している「筑波大学ヘルスサービス

開発研究センター 地域予防医学部

門 筑西市研究室」にて、健診データ

を提供している。 

 

・ 新たに整備した健診センターは計画

どおり運用を開始し、１日３６人の受

入れが可能な人員体制と運用フロー

を整備した。企業団体への案内を行っ

たものの、既に受診機関が決まってい

るケースが多く、当初計画には至らな

かった。一方で、ＬＩＮＥ予約システ

ムの導入により利便性が向上し、利用

者数の増加やリピーターの確保につ

ながった。なお、次年度に向けては受

入体制をさらに強化し、計画値である

１日４２人の対応が可能な準備を整

えている。 

２ ２ ■ 生活習慣病や予防医学に

ついての講演会は、地域住民

の健康増進及び疾病の予防

の観点から、開催について検

討いただきたい。 

健診及び人間ドックにつ

いては、新たに整備したちく

せい総合健診センターにて

実施されているが、受診者数

は目標値に達していない。    

開院初年度であり、すでに

他の医療機関と受診契約が

決まっていた企業が多かっ

たこと等の影響は考慮され

るが、一方で計画段階におい

て十分に想定できる状況で

あることからも準備不足だ

ったと言わざるを得ない。 

今後も継続して、健診受診

者数及び人間ドック受診者

数の増加のため、企業等への

広報活動を強化するととも

に、地域住民への情報発信を

することで、地域住民の健康

増進に寄与していただきた

い。 
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・ 新たに健診センターを整備し、地

域における疾病予防及び生活習慣

病の早期発見を推進し予防医療の

充実を図る。 

  なお、健診センターは２０２５

（Ｒ７）年度に運用を開始し、初年

度の受診者数は１日３６名程度を

目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(目標) 

2025 

(R7) 

(目標) 

健診 

受診者数 
1,930 件 1,950 件 6,510 件

人間ドック

件数 
604 件 735 件 1,050 件

 

 

 

 

・ 茨城県西部メディカルセンター

及び筑西診療所における各診療科

の特色や主な疾患の治療方針、取

組や関係機関との連携について、

わかりやすくホームページや広報

紙に掲載し、周知に努める。 

 

 

 

 

・ 脳ドックの充実を図り、受診者の

ニーズに対応した健診内容を提供

するとともに、新たに保健指導を

開始し、地域の健康増進に貢献す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

  

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

健診 

受診者数 
1,930 件 2,232 件 6,510 件

人間ドック

件数 
604 件 1,070 件 1,050 件

※ ２０２５（Ｒ７）年度は、新健診

センターの数値。 

 

 

・ 診療科紹介を作成し、各医療機関

に配布することで、近隣医療機関

に当院の診療科についての理解を

促し、紹介患者数増加を図る。病院

広報紙「にじいろ」を年３回程度発

行し地域住民へ医療全般、当院に

ついての情報発信を行う。 

また、ホームページ、院内掲示

等を活用し、病院の診療状況等を

積極的にわかりやすく周知する。 

・ 脳ドックについては受診者数が増加

傾向にあり、受診ニーズに応じた健診

内容の充実を図った。さらに、保健師

による特定保健指導についても開始

し、収入増につながっている。健康保

険組合連合会の利用者の内、現在、１

/３の利用者がいる。ドック利用を増

やすために、全日本病院協会による外

部評価の審査に向けた準備を進めて

いる。 

・ 健診受診者及び人間ドック受診者増

加のため、筑西市、桜川市、結城市の

企業団体へ健診とドック受診の案内

を送付し、市内の経営者層の会合（ラ

イオンズクラブ、ロータリークラブ）

にも３回参加して、講話で健診・ドッ

ク受診の意義を説明し開拓を行った。 
 

 

【実績】 

年度 

  

項目 

2025 

(R7) 

健診受診者数 3,636 件 

人間ドック件数 1,715 件 

※ ２０２５（Ｒ７）年度健診受診者数

５，６１１件（健診受診者数に特定保

健指導２６０件含む） 

 

・ 診療科案内（ドクターズファイル）

を更新し、地域医療連携部の訪問に併

せ各医療機関に配布した。また、住民

向けの情報発信として発行している

広報紙「にじいろ」は、年３回定期的

に発行した。一般市民の目に届きやす

い道の駅に配架して配布状況を確認

した。市議会議員には配信にて法人の

状況を理解していただけるよう努め

た。ホームページの情報は、迅速な更

  以上のことから、年度計画

を十分に実施できていない

と判断した。 
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新に努めた。また、月に１度程度サイ

ト内を巡回して修正箇所等を確認し

た。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑷ 病児保育への取組 

 

  

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑷ 病児保育への取組 

保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成など地域の子育ての環境整備の一つとして病児保育の更なる充実に取り

組むこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

⑷ 病児保育への取組 

・ 受入実施地域の保育園等への感

染症に対する教育支援を行い、地

域における感染予防への意識向上

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 受入実施地域の未巡回保育施設

を優先して巡回支援を実施し、病

児保育の利用方法の案内や最新の

感染対策情報を共有し、保育園で

の感染予防対策を強化し、子ども

たちが安心して過ごせる環境整備

に努める。 

 

・ 受入実施地域の保育施設に対し、感

染症への注意喚起や予防策等を掲載

した「病児保育だより」（５月号・１０

月号・３月号）を発行・配布するとと

もに、病児保育の利用方法を記載した

パンフレットを配布し、病児保育事業

における実施内容、利用対象者、利用

手続等を含む制度全般について周知

した。また、３月には病児保育担当看

護師及び事務職員の２名で筑西市内

の５か所の保育施設を訪問し、感染症

予防対策や注意喚起、病児保育の利用

方法について直接説明を行い、保育現

場における感染予防対策の強化を図

った。 

 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 地域医療連携の強化 

⑴  地域医療機関、かかりつけ医との連携（２人主治医制） 

 

  

中期目標 

４ 地域医療連携の強化 

⑴ 地域医療機関、かかりつけ医との連携（２人主治医制） 

地域の中核病院としての役割を果たすため、地域医療機関やさくらがわ地域医療センターとの機能分担と連携を強化し、病病連携・病診連携

を推進すること。 

また、地域の医師会等と協力し、紹介された患者の受入れと紹介元医療機関等への逆紹介を推進し、紹介率及び逆紹介率の向上を図るととも

に、地域医療支援病院としての役割を果たすこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

４ 地域医療連携の強化 

⑴ 地域医療機関、かかりつけ医との連携（２人主治医制） 

・ 地域医療支援病院として、地域医

療機関やさくらがわ地域医療センタ

ーとの緊密な連携による紹介患者の

受入れ及び病状の安定した患者の逆

紹介を積極的に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 他の医療機関との医療機器や病

床の共同利用、地域の医療従事者

対象の研修会等への参画を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ さくらがわ地域医療センターと

定期的に連携会議を開催し、緊密

な情報共有を図り、引き続き患者

の紹介・逆紹介を積極的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域医療支援病院として、地域の

医療機関と連携を図るため、共同

機器利用の推進、当院主催の救急

勉強会への参加を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ さくらがわ地域医療センターとは月

に一度、担当者会議を行い、情報共有

しながら紹介・逆紹介を行っている。

２０２４（Ｒ６）年度の紹介件数は１

２３件、逆紹介件数は１２２件だっ

た。２０２５（Ｒ７）年度は、紹介件

数９８件、逆紹介件数１９８件。相互

に入院、外来を通して連携を図ってお

り、多くの場合、当院からの紹介は長

期療養型等への転院であり、さくらが

わ地域医療センターからの当院への

転院は、治療目的に伴う紹介である。 

 

・ 月に１～２回救急勉強会を開催し、

地域の医療機関や消防署などもＷｅ

ｂにて参加された。２０２４（Ｒ６）

年度は、１４回開催し、関係機関から

延べ３３３名に参加いただいた。２０

２５（Ｒ７）年度は、１３回開催し、

関係機関から延べ２７２人が参加し

た。 

・ 共同機器の利用件数は、２０２５（Ｒ

７）年度が１２５件、２０２４（Ｒ６）

年度が１５９件であった。２０２４

（Ｒ６）年度から減少した主な要因

は、地域で連携している医療機関にお

いてＭＲＩの入替が行われ、その期間

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ 在宅療養後方支援病院としても役割

を発揮し、在宅療養支援診療所との連

携による地域医療に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域の医療機関と当院の役割分

担し、２人主治医制を推進する。 

また、在宅療養支援診療所との

連携を強化し、後方支援病院とし

ての機能を果たす。 

 

に当院の機器が利用されていたため

である。 

 

・ 院内の医師へ２人主治医制の推進に

ついて周知し、積極的に逆紹介の強化

に取り組んだ。 

・ 在宅療養後方支援病院として、在宅

療養支援診療所との連携を強化し、入

院治療の必要な患者を積極的に受け

入れた。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 地域医療連携の強化 

⑵ 地域医療支援病院としての取組 

 

  

中期目標 

４ 地域医療連携の強化 

⑵ 地域医療支援病院としての取組 

地域医療支援病院として、かかりつけ医との機能分担・連携を深め、紹介・逆紹介や医療機器の共同利用の推進、地域の医療従事者向けのセ

ミナーやミーティングの開催など、地域の医療を支援し地域の医療機関との連携を強化すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

４ 地域医療連携の強化 

⑵ 地域医療支援病院としての取組 

・ 地域医療支援病院として、かかり

つけ医の推進や地域の医療機関と

の連携を促進させるために施設訪

問を積極的に推進し、紹介率・逆紹

介率の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ２次救急としての急性期医療を

中心に、２４時間３６５日救急受

入態勢を継続し、積極的な救急受

け入れを行い、救急応需率を高め

る。 

 

 

 

 

 

・ 地域の医療機関からの紹介患者

を積極的に受け入れ、急性期治療

後、状態が安定したら、紹介元医療

機関へ逆紹介する。 

・ 近隣医療機関を訪問し、２人主治

医制の推進を行う。また、「メディ

カル通信」を定期的に発行し、近隣

医療機関に当院の診療内容を理解

してもらい、紹介・逆紹介につなげ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域医療支援病院として、救急応需

率を高めるため、近隣の医療機関とは

救急応需後の重症者の転院搬送など

を円滑に行えるよう日頃から連携を

図った。 

・ ２０２５（Ｒ７）年度から個別連携

会議を４回開催し、病病連携を強化し

た。（平間病院、協和中央病院、小松崎

病院、大圃病院） 

 

・ 地域の医療機関との機能分担と連携

の強化に取り組み、紹介・逆紹介増を

図っている。２０２５（Ｒ７）年度の

紹介件数は、５，９７４件（紹介率７

７．７％）、逆紹介件数は、４，９３６

件（逆紹介率６４．２０％）であった。

なお、２０２４（Ｒ６）年度の紹介件

数は６，０３７人（８９．０％）、逆紹

介件数は４，８６４人（７１．７％）

であった。近隣医療機関への訪問は、

２０２４（Ｒ６）年度３０件、２０２

５（Ｒ７）年度２５件の訪問と、新た

に電話での電話訪問を延べ２００件

程度実施した。 

地域医療支援病院の承認要件は、紹

介率６５％以上、かつ、逆紹介率４

０％以上であり、ともに満たしてい

る。しかし、紹介率は計画値に達して

おらず、紹介患者数の増加が課題であ

り、次年度増加に向けて取り組む。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

 

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(目標) 

2025 

(R7) 

(目標) 

紹介率 83.2% 84.0% 85.0% 

逆紹介率 59.7% 60.7% 60.0% 

 

・ 地域の医療従事者に対する研修

会を積極的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年度 

 

項目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

紹介率 83.2% 89.0% 85.0% 

逆紹介率 59.7% 71.7% 60.0% 

 

・ 近隣医療機関へ、当院主催の救急

勉強会への積極的な参加を推進す

る。 

 

 

・ 救急車を含め、初診患者数が増加し

た。その中で紹介状を持たない初診患

者の割合が増え、紹介率低下につなが

った。 

 

 

 

【実績】 

年度 

 

項目 

2025 

(R7) 

紹介率 77.7% 

逆紹介率 64.2% 

 

・ 救急勉強会を月に１～２回開催し、

近隣の医療機関にもＷｅｂにて参加

いただいている。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 信頼性の確保 

⑴ 医療安全対策等の徹底 

 

  

中期目標 

５ 信頼性の確保 

⑴ 医療安全対策等の徹底 

住民及び患者に信頼される質の高い医療を提供するため、院内感染防止対策を確実に実施するとともに、医療事故につながるおそれのある事象

や医療事故の情報収集と分析を行い、医療事故の予防及び再発防止に取り組む等、医療安全対策を徹底すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

５ 信頼性の確保 

⑴ 医療安全対策等の徹底 

・ 患者や職員の安全確保のため、イ

ンシデント事例等の医療安全に関

する情報収集や分析を行い、医療

安全対策を徹底し、医療事故発生

防止に努める。組織全体で取り組

むためにインシデントの積極的な

報告体制を構築する。 

 

・ 年間７５０件以上の報告数を目

標とし、報告には安全行動が成功

した事例の提出を含め、院内での

共有を行うとともに、安全文化を

醸成していく。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 年２回以上の医療安全対策研修

会は、コロナ禍の状況を勘案のう

え、ｅラーニングツールを活用す

る。医療安全の基本的な考え方、事

故防止の具体的な手法等を全職員

に周知徹底し、医療安全への意識

向上を図るとともに、法人全体で

医療安全を向上させる体制を整備

する。 

 

・ 患者や病院職員の安全確保のた

め、インシデント事例等の医療安

全に関する情報収集・分析を行い、

医療安全対策に関わる委員会と連

携し医療事故発生防止に努める。 

 

 

 

・ 事故防止成功体験としてのレベ

ル０報告を推進、報告件数を増や

す。 

 

 

 

【指標】 

年 度 

項 目 
2025(R7) 

インシデント報告数 860 件以上 

 

・ 医療安全対策研修を年２回以上、

事例報告分析に基づいた内容で計

画し実施する。 

 

・ インシデント事例は、医療安全管理

室で毎日カンファレンスを行い、分

析、支援、ラウンド、委員会等でのフ

ィードバックを実施した。 

 

 

 

 

・ インシデント報告におけるレベル０

の報告割合は全体の１０％以上が望

ましいとされているが、２０２５（Ｒ

７）年度の報告割合は１１．９％であ

り、目標を上回っている。 

 

【実績】 

年 度 

項 目 
2025(R7) 

インシデント報告数 1,163 件 

 

・ ２０２５（Ｒ７）年度７月に第１回

院内医療安全研修「転倒・転落につい

て」をｅラーニングで実施した。第２

回として１月から２月にかけて、急変

対応をテーマに、院内作成動画視聴研

修を実施した。職員全員を対象とする

研修会で、意識の向上を図った。 

また、医薬品安全管理者と共同し、

「救急カートについて」の院内研修を

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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実施した。２回の研修共に職員受講率

は１００％だった。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 信頼性の確保 

⑵ 法令、行動規範、病院理念等の順守 

 

  

中期目標 

５ 信頼性の確保 

⑵ 法令、行動規範、病院理念等の順守 

医療法をはじめとする関係法令を順守することはもとより、行動規範と職業倫理を確立し、実践することで適正な業務運営を行うこと。 

また、全ての職員に病院の理念や基本方針を周知し、徹底させるとともに、患者の個人情報保護及び情報公開の重要性を認識させ、その管

理を徹底させること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

５ 信頼性の確保 

⑵  法令、行動規範、病院理念等の順守 

・ 医療法をはじめとする関係法令

の順守はもちろんのこと、法人で

定める倫理規程等を順守するなど

コンプライアンスを徹底し、適正

な病院運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 個人情報保護、特定個人情報保護

及び情報公開やカルテ等の個人情

報開示に関しては、関係法令や法

人規程、厚生労働省が示すガイド

ラインに沿って適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 法人を取り巻く関係法令等が改

正された場合、適宜情報収集を行

い、法人の内部規則を修正し、業務

運用を改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 個人情報保護規程附則資料の作

成を行い、全職員に周知し、ホーム

ページ等にプライバシーポリシー

を掲載する。また、各関係法令や法

人規程に基づき対応遵守する体制

を構築する。 

 

・ 関係法令等の改正に伴い、育児休業

及び介護休業に関する規程の一部改

正を行った。また、医療の安全かつ継

続的な提供を確保するとともに、運用

の統一及び緊急時の対応の明確化を

図るため、医療情報システム運用管理

規程を制定した。このほか、現状の改

善を目的として、組織規程、給与規程

並びに使用料及び手数料に関する規

程についても、それぞれ一部改正を行

った。 

 

・ 個人情報保護規程を作成し規程一覧

に掲載するとともに、個人情報保護委

員会を設置し、ホームページ等にプラ

イバシーポリシーを掲載した。なお、

細則等の作成については、検討に時間

を要したため、２０２６（Ｒ８）年度

に実施することとした。 

 

・ 職員による横領事案の発生を受け、

会計・資金管理体制の総点検を実施す

るとともに、内部統制の強化及び法令

順守の徹底を図り、再発防止策の実施

に努めた。 

２ １ ■ 法改正に伴い、内部規則

の改正を行うとともに、新

たに医療情報システム管理

規程を制定するなど、業務

運用を改めたことは評価で

きる。 

  しかし、職員による横領

事案が発生したことで、社

会的信頼を著しく損ねたこ

とは極めて遺憾である。こ

のような事案が二度と起こ

らないよう、全職員が高い

行動規範と職業倫理に基づ

き業務を実施するととも

に、法令順守を徹底してい

ただきたい。 

  併せて、設立団体として、

法人の信頼を回復するべ

く、内部統制を強化するこ

とにより、組織運営の改善

を図るとともに、管理体制

の再構築及び再発防止策の

徹底を強く求める。 

  以上のことから、年度計

画を大幅に下回っていると

判断した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 信頼性の確保 

⑶ 地域や関係者に開かれた医療施設としての取組 

 

  

中期目標 

５ 信頼性の確保 

⑶  地域や関係者に開かれた医療施設としての取組 

地域住民や関係者が共に病院づくりに参加できるように積極的な施設の開放に努めるとともに茨城県西部メディカルセンターと地域住民が

医療に関する問題意識を共有し、お互いが支え合う関係を構築できるよう努めること。 

また、茨城県西部メディカルセンター及び筑西診療所、筑西市、さらには近隣市町村のホームページや広報紙等を活用し、情報の発信や共

有を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

５ 信頼性の確保 

⑶ 地域や関係者に開かれた医療施設としての取組 

・ 院内の講堂等を活用し、住民対象

の健康や医療に関する公開講座等

を定期的に開催し、健康や医療情

報の普及啓発に取り組む。 

 

 

 

 

 

・ 医師会会員のほか、地域の多職種

医療者と病院医療者がともに参加

するカンファレンスを定期的に開

催し、地域医療連携の推進と医療

情報の共有に努める。 

 

 

 

 

・ 地域や関係者との交流を図るた

め、病院主催のイベントを企画し、

開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 市民健康講座を開催し、地域住民

に対し健康や医療、疾病予防につ

いて普及啓発する。 

 

 

 

 

 

 

・ 真壁医師会との連携懇話会を年

１～２回開催し、２人主治医制を

含めた当院と地域の医療機関との

連携について、情報交換や意見交

換を行う。 

 

 

 

 

・ 地域医療支援病院として、月に１

度の研修会を開催し、地域の医療

従事者の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新型コロナウイルス感染症の流行に

より見送っていたイベントについて

は、２０２５（Ｒ７）年９月２１日に

筑西市が開催した地域医療シンポジ

ウムへの職員の参加を実施した。ま

た、２０２６（Ｒ８）年２月１４日に

は当院で初めての病院フェスタを開

催し、３１７名の市民が来場した。 

 

・ ２０２６（Ｒ８）年２月１７日に、

真壁医師会との連携懇話会を開催し

た。当院の医師と積極的な意見交換が

図れ、開業医の先生方から好評だっ

た。医師の自己紹介や当院の医師から

診療科の紹介を通し、顔の見える関係

づくりができ、紹介・逆紹介患者数増

加に努めている。 

 

・ 救急勉強会を月に１～２回開催し、

近隣の医療機関にもＷｅｂにて参加

いただいた。２０２５（Ｒ７）年度は、

計１３回実施し、延べ２７２名に参加

いただいた。なお、２０２４（Ｒ６）

年度は延べ３３３人に参加いただい

た。  

・ 病院フェスタを実施するにあたり、

実行委員会を組織し、広報活動等を行

いながら準備を進めた。２０２６（Ｒ

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ ボランティアを受け入れ、活用で

きるよう、地域住民に周知し、募集

を行う。 

 

 

・ 地域住民や関係者と問題意識を

共有するため、様々なメディアを

活用して積極的な情報発信に努め

る。 

 

 

・ 新型コロナウイルス感染症の収

束が不透明な状況であるが、オン

ライン等、感染拡大に考慮した方

法で開催を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ボランティアの受け入れに関し

ては、感染症等の流行状況をみて、

活動範囲の検討を行う。 

 

 

・ 地域住民や関係者と問題意識を

共有するため、ホームページ、広報

紙「にじいろ」、その他メディアを

活用し積極的な情報発信を行う。 

 

 

・ 感染症等の流行状況を踏まえ、オ

ンラインを活用した研修や、参集

型の研修等、開かれた医療施設と

して役割を果たす取組を行う。 

 

８）年２月１４日当日は、３１７名の

市民が参加し、市民が西部メディカル

に対して関心を寄せていることが理

解できた。 

 

・ 受入環境の整備及び安全管理体制の

再整備が十分でない状況であったた

め、ボランティアの受入れを見送っ

た。 

 

・ 広報紙「にじいろ」については、第

１８号、第１９号、第２０号の３回発

行した。筑西市が発行するピープルに

も２回当法人の状況について掲載し、

地域住民に対する情報発信を行った。 

 

・ 新型コロナウイルスについては５類

に移行し、これまで実施できなかった

研修会やシンポジウム等を行った。病

院フェスタを開催することができ、開

かれた医療施設としての役割を果た

すことができた。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑴ 効率的な運営及び管理体制の確立 

 

  

中期目標 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑴ 効率的な運営及び管理体制の確立 

医療環境の変化に的確に対応できるように、全職員が目標を共有し、協力して達成できるよう効率的な運営管理を実施すること。 

また、理事長を中心に、中期目標、中期計画及び年度計画の着実な達成に向けて、毎月の収支報告を踏まえ、各診療科等の経営分析や改

善計画の策定、計画の進捗状況の定期的な把握等を行い、継続的な改善のもとでの業務運営を実施すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑴ 効率的な運営及び管理体制の確立 

・ 自立性や機動性の高い運営を行

うことを目的とした地方独立行政

法人制度の趣旨を踏まえ、法人の

意思決定機関である理事会の決定

事項の院内周知のため、管理職で

組織する会議等の体制を確立す

る。 

 

 

・ 適材適所の職員配置を行い、人的

資源を有効活用し、効率的な業務

運営を行う。 

 

 

 

・ 経営意識の向上のため、月次の収

支報告による経営分析や計画の進

捗状況の定期的な把握に努める。 

 

 

 

 

 

・ 全職員が法人の課題を共有し、経

営に対する責任感やコスト意識を

持って積極的に経営に参画すると

ともに、自律的な運営に向けた業

務の改善及び効率化を図る。 

・ 理事会や法人運営会議、病院運営

会議、診療所運営会議等の決定事

項については、内容を十分に検討

したうえで、職員に周知する。ま

た、診療連絡会議、医師全体会を継

続して開催し、運用方法の検討や

経営状態を捉えた状況の理解と改

善に向けた検討を行う。 

 

・ 職員のスキルや経験、特性や希望

に応じて異動を行い、限りある人

材を効果的に活用し、組織と職員

双方の成長を図るとともに職員の

労働意欲の向上に努める。 

 

・ 診療連絡会議や様々な場面で収

支状況報告書を活用した当院の経

営に関する分析を報告するととも

に、年度計画の進捗状況の把握と

改善に努める。 

また、経営コンサルタントと連

携し、職員への意識改革に努める。 

・ 診療連絡会議等で経営状況を発

信し、併せて各部署の取組を確認、

検討し、課題や改善方法を明確に

する。また、２０２４（Ｒ６）年度

の収支状況報告を参考に、アクシ

ョンプランを明確に掲げ病院改革

を積極的に進める。 

・ 理事会の決定事項について法人内で

周知及び運営を行うため、１１月まで

は、法人運営会議、病院運営会議、診

療所運営会議を開催し、運営に関し協

議した。１２月からは上記３会議体を

合併し、法人合同運営会議として１つ

の会議体とした。 

 

 

・ 職員のスキルや経験、特性や希望に

応じて異動を行い、限りある人材を効

果的に活用することで、組織と職員双

方の成長を図ったが、職員の労働意欲

の向上が十分にできなかった。 

 

・ 経営方針が幹部職員に十分に共有さ

れておらず、その結果、具体的な運営

方策が現場職員まで浸透していない

状況であった。さらに、コンサルタン

トも診療連絡会議において「各部署で

取り組むように」との発言を繰り返す

にとどまり、課題の分析はできている

ものの、具体的な対応策の実行には至

らない状態が続いていた。 

結果として、３年連続の経営不振に

陥り、２０２５（Ｒ７）年１２月には

賞与減額の判断を下し、職員説明会を

２度開催することとなった。 

 

１ ２ ■ 会議体を統合し、効率的

な運営の実現を図ったこと

は評価できる。 

  しかし、職員のスキルや

経験、特性や希望に応じて

異動を行い、組織と職員双

方の成長を図ったが、職員

の労働意欲の向上につなが

らなかった。 

  また、経営方針が幹部職

員に十分に共有されておら

ず、その結果、具体的な運

営方策が現場職員まで浸透

していない状況であり、コ

ンサルタントによる課題の

分析は実施したが、具体的

な対応策の実行が不十分で

あった。 

  全職員が課題を共有し、

経営に対する責任感やコス

ト意識を持って経営に参画

し、継続的な改善のもとで

業務運営の実施に努めてい

ただきたい。 

  以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑵ 事務職員の職務能力の向上 

 

  

中期目標 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑵ 事務職員の職務能力の向上 

診療報酬改定等の医療環境の変化や患者動向等について迅速かつ的確に把握・分析し、効果的な経営戦略について企画・立案を行い、専門

的知識・経験を有する者を地方独立行政法人職員として計画的に採用するとともに、育成に取り組むこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 地方独立行政法人としての業務運営及び管理体制の構築 

⑵ 事務職員の職務能力の向上 

・ 病院経営の現状を客観的な視点

から捉え、経営改善を図ることが

できる人材を採用及び育成し、経

営基盤を盤石なものにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 事務能力だけではなく医療知識

の習得にも努めながら、経営感覚

とコスト意識を高め、病院経営の

効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 外部から講師を招き、経営改善を

中心とした役職者研修を行う。 

また、病院経営への参画意識を

高めるため、研修対象者の範囲拡

大を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 経営コンサルタントとの連携に

より、事務職員の経営やコスト意

識を高める。 

 

・ 外部講師を招聘し、３月に役職者向

け診療報酬改定研修を実施するなど、

経営参画意識の向上を図った。あわせ

て各課において専門研修を受講し、人

材育成を推進した。一方で、研修成果

のさらなる現場定着や部門間での共

有については、今後の工夫が必要であ

る。 

医事課では請求精度向上に取り組

み、経理課では購買・会計分野の知識

強化を図ったが、効果の見える化や更

なる改善の余地がある。経営企画課に

ついても分析力向上に取り組みつつ、

施策への一層の反映が求められる。 

 

 

 

・ 経営コンサルタントと協働し経営改

善会議を２回開催し、各部署で改善策

の検討・実行を行った。人員・経費削

減を中心に取組を進め、アクションプ

ランを策定し進捗管理を行った。 

一方で、施策の進行や具体化におい

ては更なる向上の余地があり、今後は

進捗管理の精度向上とともに、着実な

成果につなげていく。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当

であると判断した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑴ 意欲を引き出す人事給与制度の整備 

 

  

中期目標 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑴ 意欲を引き出す人事給与制度の整備 

職員の業績、職務能力、職責等を適正に評価し、職員の意欲を引き出す人事給与制度を運用すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑴ 意欲を引き出す人事給与制度の整備 

・ 職員の勤務意欲の一層の向上を

図るため、人事給与制度の見直し

を行い、職員の職務を通じて発揮

された意欲や能力、実績等を公正

に評価し、成果を上げた職員が報

われるような制度づくりに取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 刷新した人事評価制度が定着し、

職員の頑張るモチベーションにつ

ながるよう人事制度検討委員会に

おいて問題点や改善点の検討を行

い、人事評価制度のブラッシュア

ップに努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 刷新した人事評価制度の定着と、職

員の意欲向上につながる制度運用を

目的として、人事制度検討委員会を計

６回開催し、評価表の内容や運用上の

課題について検討を行った。評価制度

の運用状況を確認しながら、評価項

目・評価表の妥当性の観点で点検を実

施し、制度のブラッシュアップに向け

た論点整理を行った。 

今回の評価運用においては、制度自

体の大きな改定には至らなかったも

のの、看護部において評価基準をラダ

ーへ変更したことにより、評価が従来

より低く出やすい可能性が示唆され

るなど、制度運用上の影響が確認され

た。委員会では、職員の納得感及びモ

チベーションへの影響を踏まえ、看護

部の評価基準（ラダー）の設定方法や

移行に伴う調整の必要性について意

見が出されたため、次年度に改善に向

けた検討を進める方針とした。 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑵ 職員満足度の向上 

 

  

中期目標 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑵ 職員満足度の向上 

職員の意見が反映される仕組みを構築する等、法人で働く全ての職員のやりがいと満足度の向上に努めること。 

また、診療周辺業務の負担を軽減するため、各職種の業務を明確にし、適切な役割分担を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑵ 職員満足度の向上 

・ 職員アンケートを年１回以上行

い、積極的に意見や要望等に応え

るよう努める。 

また、相談窓口を設ける等、職員

が気軽に相談できる体制を構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 職員アンケートでは昨年同様「仕

事に関する質問」、「勤務条件に関

する質問」、「職場環境に関する質

問」を継続し、前年度と比較しなが

ら組織の変化や改善すべき点を把

握し、改善策を検討する。 

 

 

 

・ ３月に正規職員を対象とした職員ア

ンケート（回答率約６０％）を実施し

た。２０２４（Ｒ６）年度は、１月か

ら２月に実施（回答率約６９％）した。

２０２５（Ｒ７）年度の回答率減少の

要因は、匿名性の不安との意見や、ア

ンケートが上司に伝わるのではない

かという不安という意見が挙がった。

その他、モバイル端末で２５問の回答

をする際、回答のしづらさもあるので

はないかという分析を行った。 

前回までは看護部とその他の職種

を分けて実施していたが、今回より比

較分析をしやすくするため全職種同

時に実施とした。分析については今後

実施予定であり、前年度との比較や経

年推移を踏まえた課題整理及び改善

策の検討につなげていく。 

 

３ ２ ■ 医療現場においては、業

務負担の増加や長時間労働

など、職員満足度が低下し

やすい状況が課題となって

いる。 

  職員満足度の向上を図る

うえで、職員アンケートを

実施することで、勤務条件

や職場の課題を可視化し、

対応を講じることは有効で

あるが、現場の実態を正確

に把握する観点から、回答

率を向上させる取組が求め

られる。 

  また、アンケートを３月

に実施したことで、年度内

の分析がされていない状況

であり、アンケート結果を

次年度の年度計画等に反映

ができていないことから、

アンケート実施からフィー

ドバックまでのスケジュー

ルを見直す必要がある。 

  以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑶ 働き方改革への取組 

 

  

中期目標 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑶ 働き方改革への取組 

これまでの仕事の進め方や働き方を見直し、生産性の向上を図りながら「働きやすい職場環境の実現」を目指すため、業務の効率化やタス

ク・シフト／シェア等による所定外労働時間の削減、休暇取得の促進に取り組むこと。 

また、院内保育の整備や短時間勤務制度の充実等、育児と仕事の両立を支援し、安心して働ける環境を整備すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 勤務する職員に魅力ある病院づくり 

⑶ 働き方改革への取組 

・ 職員にとって働きやすい環境を

整備するため、長時間労働の改善

やワーク・ライフバランスに配慮

した制度などを構築し、人材の確

保と定着に取り組む。 

  また、業務負担軽減のため、他職

種へのタスク・シフト／シェアを

推進するなど、働き方改革関連法

を順守する体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 常勤医師の負担を軽減しつつ、地

域において持続可能な医療提供体

制の確保を図るため、夜間、休日の

勤務を担う非常勤医師の確保に努

めるほか、他職種へのタスク・シフ

ト／シェア、各部署での業務改善

に取り組み、長時間労働改善や業

務負担軽減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 夜間・休日の医療提供体制の維持に

向け、非常勤医師の確保については、

常勤医師の派遣元等からの協力を得

ながら継続的に取り組むとともに、退

職した常勤医師の協力を得て非常勤

医師としての勤務体制を確保した。ま

た、医師の業務負担軽減を目的として

医師事務作業補助者の活用を推進し、

医師の業務に関する書類作成につい

ては６，１９１件（前年度６，５０４

件）に対応した。件数は前年度を下回

ったものの、医師の診療に関するカン

ファレンス等の資料作成等、新たな業

務にも対応し、業務支援の幅を拡大し

た。さらに、タスク・シフト／シェア

の推進として特定行為看護師を 1名増

員し、計 6 名体制とすることで体制の

強化を図った。しかし、現時点では十

分な活用には至っておらず、今後は効

果的な運用体制の整備が課題である。 

【医師事務作業補助者書類作成件数】 

年度 件数 

2022(R4) 3,766 件 

2023(R5) 4,516 件 

2024(R6) 6,504 件 

2025(R7) 6,191 件 

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ 多様な雇用形態や処遇、短時間勤

務制度等を用い、仕事と子育ての

両立がしやすい職場環境づくりを

推進するとともに、ニーズに応じ

た院内保育所の柔軟な運用を図

り、離職防止や復職支援に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 院内保育所委託会社と協力して

院内保育所が保護者からどのよう

な保育活動を行うことが求められ

ているのかアンケート等により保

護者のニーズを把握するほか、夜

間保育の対象者を未就学児から小

学生に拡大し、仕事と子育ての両

立がしやすい職場環境づくりに努

める。 

・ 院内保育所の運営に関し、保護者の

ニーズを踏まえた環境整備に取り組

んだ。夜間保育については、対象年齢

拡大の要望を受け、委託会社及び院内

保育所と調整を行い、夜間預かり対象

児童を未就学児から小学生まで拡大

し、運用を開始した。さらに、早期の

職場復帰を支援する施策として、１１

月から最低預かり年齢を生後６か月

から生後２か月へ緩和し、職員が安心

して子育てと就労を両立できる環境

整備を推進した。 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営基盤の構築 

 

  

中期目標 

１ 経営基盤の構築 

地方独立行政法人制度の特長を活かした柔軟で迅速な意思決定等により、自主性を発揮した経営が可能となることから自立した経営基盤の構築に

努めること。 

また、市が地方独立行政法人に負担する運営費負担金は、地方独立行政法人法が規定する財源措置の特例であることを十分に認識し、更なる経営

の健全化を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 経営基盤の構築 

・ 自立性や機動性の高い運営を行

うことを目的とした地方独立行政

法人制度の趣旨を踏まえ、その特

徴を十分に活かし、より一層効率

的かつ効果的な業務運営を行うと

ともに、質の高い医療サービスを

効果的に提供することにより収入

の確保に努めるなど、自発的に経

営改善に努める。 

 

 

・ 中期目標、中期計画及び年度計画

に掲げる組織目標の着実な達成に

向けて取り組むとともに、月次報

告を踏まえた経営分析や、他の医

療機関との比較等も行い、戦略的

な運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地方独立行政法人として、公共

性、透明性及び自主性が確保され

るとともに、機動的で柔軟な病院

経営を行い地域における役割と責

任を果たすため、法人の自主的な

業務運営により安定した経営基盤

を構築する。医療を取り巻く環境

の変化に迅速に対応するため、病

床運営については常に検討を行

う。 

 

・ 経常収支の改善、医療を取り巻く

環境の変化に対応しつつ、戦略的

な法人経営を行う。年度の収支状

況及び中期計画の資金収支の改善

に努める。 

また、市からの運営費負担金の交

付のもとで不採算医療や政策医療

を含めた病院としての役割を果た

し、増収対策や費用の削減を実施

し、安定した経営の基盤を確立す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 経営基盤の改善を目指した取り組み

を検討したが、改善には至らなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域の医療需要、環境の変化に即し

た病床構成の再編が行えず、稼働率の

低下、看護必要度の低下をきたした。 

  さらに、救急車受入数の減少、訪問

診療数、訪問看護数の低下により、運

営負担金の効果を十分に発揮するこ

とが出来なかった。 

  一方で、小児科入院（緊急入院、レ

スパイト入院）は、年間３００人以上

を受け入れており、さらに病児保育

（年間契約４５人）を維持して市民の

期待に応えることができた。 

 

 

【１日平均実患者数】 （単位：人） 

月 4月 5月 6月 7月 

入院

患者

数 

151.7 136.6 150.6 162.0 

２ １ ■ 現在の物価高騰や賃金上

昇など病院を取り巻く環境

が厳しくなっている中で、

地域における役割と責務を

果たすため、ＤＰＣ制度を

意識した病床運用による診

療単価の向上、病棟再編、

入院患者の受入れ強化を行

うとともに費用の削減を行

い、安定した経営基盤の構

築に向けた取組を行ってい

る。 

しかし、今期は入院患者

数の目標未達成による収

入の減少、物価高騰による

光熱水費や消耗品費等の

やむを得ない費用増があ

るものの、医療情報システ

ム更新に伴う減価償却費

の増加により費用が増加

している。 

その結果、目標とした経

常 収 支 比 率 100.1 ％ は

85.5 ％ 、 医 業 収 支 比 率

95.0％は 79.2％と大幅に

下回り、収支の累積赤字が

増大しており、安定した経

営基盤の確立には至って

おらず、非常に厳しい財務

状況となってしまった。 
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【指標】 

年 度 

項 目 

2025 

(R7) 

経常収支比率 100.1% 

医業収支比率 95.1% 

※ 予算・収支計画・資金計画は、

別表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 感染症対策を踏まえた病床稼働

と診療単価、収支の適正化を図る。 

また、常にこれに見合った人材

の配置についても検討し経営の安

定化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

 年 度 

 

項 目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

経常収

支比率 
117.5% 85.4% 100.1% 

修正医

業収支

比率 

74.9% 80.5% 95.1% 

※ 予算・収支計画・資金計画は、

別表のとおり。 

月 8月 9月 10月 11月 

入院

患者

数 

167.6 155.4 153.7 157.6 

月 12月 1月 2月 3月 

入院

患者

数 

173.4 175.4 183.4 173.4 

 

・ 新型コロナウイルス感染症は５類へ

移行したが、引き続き感染対策を実施

しながら診療を行った。感染症患者に

ついては、患者の状態に応じて個室又

は大部屋で管理し、病床の効率的な運

用に努めた。また、救急患者や紹介患

者の積極的な受入れを行い、病床稼働

率及び診療単価の維持・向上を図っ

た。 

一方で、感染症流行時には感染対策

上、個室管理が必要となる患者が増加

し、病床運用に制約が生じたことか

ら、救急患者の受入れを制限せざるを

得ない状況が発生した。また、看護職

員配置等を考慮した病床運営を継続

したこともあり、延べ入院患者数は計

画値に達しなかった。このため、病床

稼働率や収支面に影響が生じたもの

の、適切な病床管理と収益確保に努

め、経営の安定化を図った。 

 

 

【実績】 

   年 度 

項 目 
2025 

(R7) 

経常収支比率 85.5% 

医業収支比率 79.2% 

※ 予算・収支計画・資金計画は、別

表のとおり。 

また、予定される診療報

酬改定は収益の拡大につ

ながるものの、入院患者数

の確保や病床稼働率の向

上等、病院の業務運営の改

善が早期に実現できなけ

れば、今後の収支状況や資

金繰りを考えると経営は

危機的な状況と言わざる

を得ない。 

以上のことから年度計

画を大幅に下回っている

と判断した。 
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 ・ ２０２５（Ｒ７）年度において、経

常収支比率については前年度とほぼ

変わらないが、医業収支比率は前年度

に比べ悪化している。 

これは、延外来患者数及び延入院患

者数が減少していること、また、費用

面で医療情報システム更新により減

価償却費が増加したこと、物価高騰な

どの影響により光熱水費及び消耗品

費などの経費が増加したことが主な

要因である。 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 収益の確保と費用の節減 

⑴ 収益の確保 

 

  

中期目標 

２ 収益の確保と費用の節減 

(1)収益の確保 

診療報酬改定等の制度改正への迅速な対応や適正な人員配置等により、確実に収益を確保するとともに、診療報酬の請求漏れや査定減の防

止、未収金の管理及び早期回収に努めること。 

また、医薬品、診療材料、消耗品等の購入方法や契約形態の見直し等、事業運営に係るあらゆる支出を点検し、その節減や改善に努めるこ

と。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 収益の確保と費用の節減 

⑴ 収益の確保 

・ 診療体制の充実と地域医療連携

の強化により入院患者数を確保

し、病床利用率を高い水準で運営

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 高度医療機器の効果的な稼働や

新規加算の算定等により収入増を

図る。 

 

 

 

 

 

・ 診療報酬請求に係るチェック体

制を強化し、請求漏れや査定減を

防止するとともに、未収金発生の

・ 医療機関からの診療情報提供書

に、迅速に返信し、紹介元医療機関

からの信頼を得ることにより、紹

介患者増へつなげる。 

また、紹介患者における入院件

数の増加を念頭に地域の医療機関

との連携を図る。 

救急外来受診患者において、安

心と満足度を高め１日平均入院患

者数の増加を図る。 

また、入院患者数を維持しなが

ら、入院期間が長期化しない様、

院内多職種にＤＰＣ期間の理解を

促し、平均診療単価の増加を目指

す。 

 

・ 地域の医療機関より、共同機器利

用として当院の高度医療機器を利

用していただき、収益の増加につ

なげる。 

 

 

 

 

・ 診療報酬請求に係るチェックソ

フトの更新、職員のチェック体制

の強化により、請求漏れや査定に

よる減収を防止する。 

・ 地域医療連携室として、紹介元への

返書を医師へ促し、医療機関との信頼

関係を築きながら、紹介・逆紹介の増

につなげている。 

・ 救急外来からの入院受入れの強化や

紹介患者の積極的な受入れに取り組

み、入院患者数の確保に努めた。また、

多職種が連携して早期退院支援を推

進し、効率的な病床運営と診療単価の

維持・向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

・ ２０２５（Ｒ７）年度から継続して、

加算、管理料等の新規算定をとるた

め、書類の作成や業務の見直し等を加

算の取得状況を見ながら各科に提案

をした。 

また、地域の医療機関への訪問時に

利用促進の案内を行った。 

  

・ 診療報報酬請求に関わるチェックソ

フトを更新した。職員のチェック体制

を強化しながら、査定や返戻防止に努

めた。 

２ １ ■ 関係医療機関への紹介・

逆紹介の増加、診療報酬に

係る各種管理料等の新規算

定の提案、未収金対策の強

化等、収益の確保に取り組

んでいる。 

さらに、救急外来からの

入院や紹介患者の積極的な

受入れに取り組み、多職種

連携による早期退院支援を

推進し、入院患者数の確保

や診療単価の向上に取り組

んでいる。 

しかし、今期は入院診療

単価の目標を上回った一方

で、特に１日平均入院患者

数は目標を 38.4 人と大幅

に下回り、病床利用率も目

標を 15.4 ポイントと大幅

に下回った。 

また、平均在院日数につ

いては、急性期病棟の一部

を地域包括ケア病棟へ転換

する準備を行っており、そ

の影響は考慮されるもので

あるが、目標を下回ってお

り、収益の確保には至って

いない。 
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防止や法的措置も含め、未収金対

策の強化に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指標】 

年 度 

項 目 

2022 

(R4) 

2025 

(R7) 

1 日平均入院

患者数 
160 人 200 人 

入院診療単価 48,735 円 52,450 円

平均在院日数 

(一般病床) 
14 日 13 日 

病床利用率 78.5% 80.0% 

1 日平均外来

患者数 
350 人 350 人 

外来診療単価 12,500 円 13,500 円

※２０２２（Ｒ４）年度の稼働数は

２０３床、２０２５(Ｒ７)年度の

指標は２５０床を想定 

 

・ 未収金対策強化のため、患者への

電話連絡、督促状の送付を実施す

る。 

 また、継続的に回収作業を行い、

未収金が発生しない体制を構築す

る。法的措置として、前年度に引

き続き、弁護士と委託契約を結び、

債権回収を依頼する。 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

年 度 

 

項 目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024 

(R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

1日平均

入院 

患者数 

123.9 人 167.3 人 200 人 

入 院 

診療単価 
60,490 円 53,342 円 52,450 円 

平均在

院日数 

( 一 般

病床) 

14.9 日 15 日 13 日 

病床 

利用率 
65.2% 82.4% 80.0% 

1 日平

均外来

患者数 

366.5 人 376.2 人 350 人 

外 来 

診療単価 
13,966円13,347円13,500円

※病床利用率算定に係る病床稼働数

については、２０２１（Ｒ３）年度

は１９０床、２０２４（Ｒ６）年度

は２０３床、２０２５（Ｒ７）年度

は２５０床を想定 

・ 未収金対策として、未収金回収フロ

ーに基づき、未収患者に対しての電話

連絡や会計窓口における徴収を行っ

た。また、過去分の未収金に対しても、

電話及び郵便による督促を継続して

行った。 

 

 

 

 

 

【実績】 

年 度 

項 目 

2025 

(R7) 

1 日平均入院患者数 161.6 人 

入院診療単価 53,759 円 

平均在院日数 

(一般病床) 
16 日 

病床利用率 

64.6% 

（250 床） 

79.6% 

（203 床） 

1 日平均外来患者数 375.5 人 

外来診療単価 13,282 円 

※目標の病床利用率算定に係る病床稼

働数は２５０床 

運用病床の病床利用率算定に係る病

床稼働数は２０３床 

 

 

 

 

 

外来患者数は目標を上回

った一方で、外来診療単価

が目標を下回ったため収益

の増加には至っていない。 

大半の収益確保の指標が

未達成であり、大幅に下回

る部分があるため、経常収

支比率、医業収支比率等に

与えた影響は大きく、収支

の累積赤字が増大したこと

は大きな問題である。 

以上のことから、年度計

画を大幅に下回っていると

判断した。 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 収益の確保と費用の節減 

⑵ 費用の節減 

 

  

中期目標 

２ 収益の確保と費用の節減 

⑵  費用の節減 

診療報酬改定等の制度改正への迅速な対応や適正な人員配置等により、確実に収益を確保するとともに、診療報酬の請求漏れや査定減の防止、未収

金の管理及び早期回収に努めること。 

また、医薬品、診療材料、消耗品等の購入方法や契約形態の見直し等、事業運営に係るあらゆる支出を点検し、その節減や改善に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

２ 収益の確保と費用の節減 

⑵ 費用の節減 

・ 医薬品や医療材料等について、調

達、院内各部門への供給、在庫管理

などを一元的に事業者に委託する

ＳＰＤの効果的な活用を図る。 

  また、同種同効品の推進、後発医

薬品の採用促進等を図ることによ

り、一層の費用の節減を進める。 

 

 

 

 

 

・ その他の固定費用においても精

査を行い、節減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 月次決算において経営に関する

情報を迅速に把握し、各診療科や

部門の状況に対して適時に比較分

析する等、効率的な病院経営を行

う。 

 

・ 医療材料については同種同効品

を統一する等、ＳＰＤ会社を活用

のうえ各業者と価格交渉を行い、

費用削減に繋がるよう院内運用を

再検討する。医薬品については公

立病院経営強化ガイドラインの後

発薬品の使用割合を参考に積極的

に新規採用し、費用の削減を図る。 

 

 

 

 

・ 固定費用のうち委託費用を中心

に精査を行い、費用の削減に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 用度業務を委託しているが、人材

確保を行い内製化できる様に検討

する。用度は専門的な知識等が必

要になるため、研修を含め、人材確

保・育成を進める。 

 

・ 医療材料については、ベンチマーク

システムを取り入れた価格交渉など

を行い、価格の最安値を調査しながら

調達した。また、各部署における定数

配置の運用見直しを行い、医薬品につ

いては、後発医薬品を積極的に採用

し、費用の削減に努めた。 

・ 事務物品に関しては、ＳＰＤ委託業

者や他の業者と価格比較を行い、最安

値を探し、ネットショップ等を通じて

購入した。 

 

・ 下記の委託業務について、業務内容

の見直しを行うとともに内製化を推

進し、費用の削減につながった。 

植栽管理業務：職員でボランティアを

募り実施した。 

駐車場管理業務：駐車場を整備するこ

とにより廃止した。 

清掃業務：主に職員が使用するスペー

スは職員が清掃することで内製化し

た。 

 

・ 経営改善に向け指標を作成し、これ

を基に目標を作成して、全職員に周知

した。各部署においては、目標に対す

るアクションプランを立て評価を実

施した。現在の稼働可能な病床数を具

体的に示し、患者数及び診療状況や各

２ ２ ■ 医療材料や事務物品、委

託費用等について、様々な

取組を行い費用の削減に努

めており、材料費について

は昨年度よりも減少してい

る。 

  医療材料や医薬品の調達

に関する取組、委託業務の

一部を見直し内製化の推進

等に取り組んだ点は評価で

きる。また、効率的な病院経

営を行うため、経営に関す

る会議において、各部門に

各種指標や収支状況等の共

有を図っている。 

  さらに、人件費対医業収

支比率を意識して職務・役

割の見直しや人員配置の適

正化を図り、昨年度に比べ

人件費が減少している。 

しかし、材料費や人件費

の減少よりも、経費や電子

カルテ更新に伴う減価償却

費が増加している。経費に

ついては物価高の影響もあ

り、やむを得ない部分はあ

るが、経営改善に向けて大

きな課題である。 
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・ 黒字化病院の指標を参考に、費用

に対する収益に関する情報を会議

等で各部門に提供する。また、経費

削減に努め、効率的な病院経営を

行う。 

 

・ 公立病院経営強化ガイドラインに

おける、経費削減に関わるものを参

考に、材料費・医薬品費・委託費・

減価償却費等、医業収益に対する割

合を意識し費用節減を行う。 

 

 

 

 

・ 人件費対医業収益比率について

は、適正な人事評価の導入及び適

材適所の職員配置を行いながら費

用の削減に努める。 

 

 

 

 

 

・ 材料費対医業収支比率、薬品費対

医業収支比率、経費対医業収支比

率についても各ベンチマーク等を

用いて改善可能な部分を検証しな

がら、委託の内製化等、費用の削減

に努める。 

 

 

 

 

 

 

診療科の粗利等を確認し、経費削減に

も取り組んだ。用度関係については、

事務職員で１名人員を配置しＳＰＤ

と連携を取りながら育成を進めてい

る。 

 

・ 収支状況については指標について診

療連絡会議、病院運営会議等で公開

し、経費削減に努めた。今年度は委託

費等の削減について議論し実行した。 

 

 

・ 公立病院経営強化ガイドラインに関

する指標を意識した費用削減に努め

た。 

材料費対医業収益比率、薬品費対医

業収益比率については、電子カルテ更

新に伴い患者数が減少した。これによ

り、材料費等が前年度に比べ減少して

いる。 

 

・ 人件費対医業収益比率の改善に向

け、人事評価については評価結果を踏

まえ、職務・役割の見直しを行い、必

要に応じて等級の見直し（降格）を実

施した。また、看護部及び事務部にお

いては、４月、１０月に職員異動（配

置転換）を実施し、人員配置の最適化

に努めた。 

 

・ 用度係を置き、ベンチマークシステ

ムを導入したことにより、材料や消耗

品の調達業務に関する一部内製化に

向けた運用を始め、業者との値引き交

渉を行い費用の抑制に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期は費用全体として増

加となったことから、計画

に対する取組は不十分であ

り、引き続き費用の削減を

図る必要がある。 

以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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【指標】 

年 度 

 

項 目 

2022 

(R4) 

2025 

(R7) 

人件費対 

医業収益比率 
77.5 % 66.7 % 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２

３ 

【指標】 

    年 度 

 

項 目 

2021 

(R3) 

(実績) 

2024(

R6) 

(実績) 

2025 

(R7) 

(目標) 

人件費対 

医業収益
比率 

77.5% 7 3.9 % 66.7% 

材料費対 

医業収益
比率 

20.3 % 2 1 . 7 % 17.9 % 

薬品費対 

医業収益
比率 

6.7% 8 . 4 % 6.9% 

経費対 

医業収益
比率 

24.9 % 28.1 % 18.0 % 

 

 

 

【実績】 

 

    年 度 

 

項 目 

2025 

(R7) 

人件費対 

医業収益比率 
73.9% 

材料費対 

医業収益比率 
20.5% 

薬品費対 

医業収益比率 
7.2% 

経費対 

医業収益比率 
29.5% 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 計画的な投資と財源確保 

 

  

中期目標 

３ 計画的な投資と財源確保 

地域の医療ニーズや費用対効果などを総合的に勘案した中長期的な投資計画のもと、必要な医療機器の更新・整備を計画的に進め、その有効な利用

を図るとともに、将来の設備投資に向けた財源の確保に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

３ 計画的な投資と財源確保 

・ 医療機器等の更新や購入につい

ては、緊急度や必要性、投資効果等

を検討して計画的に行う。 

  また、将来必要となる設備投資

に向けた財源の確保に努める。 

 

 

 

・ 人材育成においては、将来的な医

療提供体制に向けて、資格取得に

対する支援の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 更新及び購入が必要な医療機器

等については、中・長期的な視点

で、緊急性や必要性、投資効果等も

検証したうえで、更新計画を作成

する。また、将来の設備投資に向け

財源確保及び資金計画を検討す

る。 

 

・ 職員の専門性及び医療技術向上

を図るため、研修参加資格取得支

援規程に基づいて支援を継続す

る。 

また、看護体制の強化と看護の

質向上を図るため、看護職員を認

定看護師教育機関へ派遣し、認定

資格の取得を計画している。 

 

・ 医療機器購入委員会において、医療

機器等の現状と中・長期的な更新の見

通しなどに関して現場の意向調査を

実施し、年間計画と更新一覧を作成

し、資金繰りを考慮して機器の更新を

行った。 

 

 

・ １名の看護師が認定看護師資格試験

に合格し慢性心不全看護認定看護師

となった。また、摂食嚥下障害看護に

関しては、資格試験受験予定である。 

 

２ ２ ■ 医療機器について、中長

期的な更新の見通し等、現

場の意向調査を実施し、投

資計画を作成した上で設備

投資を行っていることは適

正であり、緊急性や必要性、

投資効果等の検証も行って

いただきたい。 

  しかし、財源確保につい

ては、収支赤字が続いてお

り、非常に厳しい状況であ

る。電子カルテ更新の必要

性は理解できるものの、そ

の減価償却費負担は大き

く、計画と大きな乖離のあ

る経常収支比率や医業収支

比率を見ても、設備投資や

人材育成支援に向けた財源

の確保はできていない。 

以上のことから、年度計

画を十分に実施できていな

いと判断した。 
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第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためにとるべき措置 

１ 環境問題への取組 

 

  

中期目標 

１ 環境問題への取組 

法人は、医療機関特有の環境負荷を認識し、地球環境に配慮した病院及び診療所経営を主体的に行うとともに、筑西市が目指す温室効果ガスの排出

抑制等による二酸化炭素排出実質ゼロへの取組に協力すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 設立団体評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価に係るコメント 

１ 環境問題への取組 

・ 医療機関が地球温暖化対策等の

環境問題に取り組むことの意義

を、職員一人ひとりが認識のうえ

で職務に当たるよう、研修等の充

実を図る。 

 

 

 

 

・ 省資源や省エネルギーへの取組

を推進し、再生可能エネルギーを

積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ リサイクル可能な紙資源等を適

切に分別処分し、焼却される廃棄

物を減らす。 

 

 

 

 

・ 法人が排出するプラスチック廃

棄物は、可能な限りリサイクルさ

れるように努め、マイクロプラス

チックが環境を汚染しないように

留意する。 

・ 法人の活動が環境へ与える影響

を職員一人ひとりが認識できるよ

う、継続的な情報の発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

・ エネルギーの利用にあたっては

再生可能エネルギーを活用するた

め、今年度中に太陽光パネル設置

を着工する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 各部署においてリサイクル可能

な資源ごみを分別できる環境を継

続して整える。 

また、処理業者に提出した資源

ごみのリサイクル状況を調査す

る。 

 

・ プラスチック廃棄物をリサイク

ルするための環境整備に努める。 

 

 

 

・ 法人の活動が環境に与える影響につ

いて、職員一人ひとりの理解と認識を

深めることを目的として、情報発信を

行った。 

・ ゴミの分別を徹底するため、メール

配信を行うとともに、誤りがあった場

合には適切な分別を徹底するよう周

知した。 

 

・ 筑西市が表明しているゼロカーボン

シティ宣言への貢献を図るとともに、

再生可能エネルギーの活用を推進す

るため、ソーラーカーポートを導入し

た。発電した再生可能エネルギーを施

設の電気使用に活用している。電気料

金の高騰が続く中でも自家消費によ

り購入電力量を抑制でき、電気代の削

減につながり、安定した運用が図られ

ている。環境負荷の低減と経費削減の

両立に効果が現れている。 

 

・ 各部署において、リサイクル可能な

資源ごみを適切に分別できる環境の

整備を継続するとともに、処理業者へ

提出した資源ごみのリサイクル状況

について調査を実施した。 

 

 

・ ごみ処理業者及び清掃業者と協議の

機会を設け、分別方法や資源ごとの買

取価格について業者からヒアリング

を行い、素材や状態ごとの取扱いの違

いを整理したうえで、より高く買い取

３ ３ ■ 法人の自己評価が妥当で

あると判断した。 
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・ 以上の取組を、職員及びその家

族、来院者等を通じて地域社会に

広げ、従前から法人が提唱する「ま

ちづくり」の一環と位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 法人の環境問題への取組につい

て広報に掲載するとともに、職員

及び来院者にもリサイクルについ

て情報発信を行う。 

 

 

りされる分別手法を職員間で共有し

た。これにより現場での判断が統一さ

れ、分別の精度が一段と向上するとと

もに、資源の有効活用と売却額の向上

につながり、コスト削減にも寄与して

いる。 

 

・ ペットボトル、缶、瓶、古紙を適切

に分別し、リサイクルに取り組んでい

る。また、ペットボトルのキャップに

ついてはリサイクル業者に回収を依

頼し、ワクチン寄附活動にも貢献し

た。 

・ 分別できるようごみ箱を分け、来院

者に環境問題への取組を知らせた。 
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第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

中 期 計 画 

１ 予算（２０２２（Ｒ４）年度から２０２５（Ｒ７）

年度まで） 

 

（百万円） 

区 分 金 額 

収入 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金 

   補助金等収益 

 営業外収益 

   運営費負担金 

   その他営業外収益 

 資本収入 

   運営費負担金 

補助金等収益 

長期借入金 

設立団体出資金 

 

21,194 

19,044 

1,010 

1,140 

176 

98 

78 

3,265 

1,333 

270 

1,337 

325 

計 24,635 

支出 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

     研究研修費 

   一般管理費 

営業外費用 

資本支出 

建設改良費 

長期借入金償還金 

移行前地方債債務償還金 

貸付金 

計 

 

20,916 

18,910 

11,634 

3,460 

3,792 

24 

2,006 

102 

3,284 

1,638 

463 

1,167 

16 

24,302 

予算収支 333 

（注）それぞれ四捨五入により、端数において合計と

一致しないものがある。 

【人件費の見積り】 

２ 収支計画（２０２２（Ｒ４）年度から２０２５（Ｒ

７）年度まで） 

 

（百万円） 

区 分 金 額 

収入の部 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金収益 

   補助金等収益 

資産見返補助金戻入 

 営業外収益 

23,699 

23,523 

19,039 

2,317 

1,055 

1,112 

176 

運営費負担金収益 

その他営業外収益 

98 

78 

支出の部 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

     減価償却費 

     研究研修費 

   一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

23,859 

23,750 

21,744 

11,598 

3,451 

3,789 

2,881 

25 

2,006 

104 

5 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

▲160 

0 

▲160 

（注）それぞれ四捨五入により、端数において合計

と一致しないものがある。 

３ 資金計画（２０２２（Ｒ４）年度から２０２５（Ｒ

７）年度まで） 

 

（百万円） 

区 分 金 額 

資金収入 

 業務活動による収入 

   診療業務による収入 

   運営費負担金による収入 

   補助金等による収入 

   その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

   運営費負担金による収入 

   その他の投資活動による収入 

財務活動による収入 

   長期借入による収入 

   設立団体からの出資による収入 

24,635 

21,370 

19,044 

1,108 

1,140 

78 

1,603 

1,333 

270 

1,662 

1,337 

325 

資金支出 

 業務活動による支出 

   給与費支出 

   材料費支出 

   その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

   有形固定資産の取得による支出 

   その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

   長期借入等の返済による支出 

   移行前地方債償還債務の償還による支出 

24,302 

21,018 

11,634 

3,460 

5,924 

1,654 

1,638 

16 

1,630 

463 

1.167 

資金収支 333 

次期中期目標の期間への繰越金 1,428 

（注）それぞれ四捨五入により、端数において合計と一

致しないものがある。 
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・ 人件費の見積りについては、総額１３，６４０百万

円支出する。この額は、法人の役職員に係る報酬、基

本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当す

るものとする。 

 

【運営費負担金の見積り】 

・ 運営費負担金の見積りについては、総務省が発出す

る「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局

通知）に準じて算定した額とする。 

なお、建設改良費及び償還金に充当される運営費負担

金については、経常費助成とする。 
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年 度 計 画 

１ 予算（２０２５（Ｒ７）年度） 

（百万円） 

区分 予算額 決算額 差額 

収入 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金 

   補助金等収益 

 営業外収益 

   運営費負担金 

   その他営業外収益 

 資本収入 

   運営費負担金 

補助金等収益 

長期借入金 

貸付金 

定期預金 

投資有価証券 

計 

 

5,725 

5,426 

268 

31 

48 

24 

24 

1,105 

209 

10 

886 

0 

0 

0 

6,878 

 

4,936 

4,607 

268 

61 

50 

24 

26 

1,894 

209 

3 

880 

2 

300 

500 

6,880 

 

▲789 

▲819 

0 

30 

2 

0 

2 

789 

0 

▲7 

▲6 

2 

300 

500 

2 

支出 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

     研究研修費 

   一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

   建設改良費 

   長期借入金償還金 

   移行前地方債債務償還金 

   貸付金 

計 

 

5,574 

5,062 

3,108 

970 

977 

7 

512 

35 

1,234 

896 

166 

169 

3 

6,843 

 

5,781 

5,247 

2,928 

961 

1,354 

4 

534 

36 

1,322 

989 

162 

169 

2 

7,139 

 

207 

185 

▲180 

▲9 

377 

▲3 

22 

1 

88 

93 

▲4 

0 

▲1 

296 

予算収支 35  ▲259 ▲294 

 （注）それぞれ四捨五入により、端数において合計と一致しないものがある。 
 
 
 
 
 

 

２ 収支計画（２０２５（Ｒ７）年度） 

（百万円） 

区分 計画額 決算額 差額 

収入の部 

 営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金収益 

   補助金等収益 

資産見返補助金戻入 

 営業外収益 

   運営費負担金収益 

   その他営業外収益 

6,214 

6,166 

5,426 

470 

31 

239 

48 

24 

24 

5,554 

5,497 

4,693 

470 

62 

272 

57 

24 

33 

▲660 

▲669 

▲733 

0 

31 

33 

9 

0 

9 

支出の部 

 営業費用 

   医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費等 

減価償却費 

研究研修費 

   一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

6,252 

6,216 

5,704 

3,108 

971 

977 

641 

7 

512 

35 

1 

6,495 

6,458 

5,924 

2,936 

962 

1,383 

639 

4 

534 

36 

1 

243 

242 

220 

▲172 

▲9 

406 

▲2 

▲3 

22 

1 

0 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

▲38 

0 

▲38 

▲941 

0 

 ▲941 

▲903 

0 

▲903 

 （注）それぞれ四捨五入により、端数において合計と一致しないものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 資金計画（２０２５（Ｒ７）年度） 

（百万円） 

区分 計画額 決算額 差額 

資金収入 

 業務活動による収入 

   診療業務による収入 

   運営費負担金による収入 

補助金等による収入 

   その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

   運営費負担金による収入 

     その他の投資活動による収入 

財務活動による収入 

   長期借入による収入 

6,878 

5,773 

5,426 

292 

31 

24 

219 

209 

10 

886 

886   

6,880 

4,986 

4,607 

292 

60 

27 

1,014 

209 

805 

880 

880 

2 

▲787 

▲819 

0 

29 

3 

795 

0 

795 

▲6 

▲6 

資金支出 

 業務活動による支出 

   給与費支出 

   材料費支出 

   その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

     有形固定資産の取得による支出  

     その他の投資活動による支出 

財務活動による支出 

長期借入金等の返済による支出 

移行前地方債償還債務の償還による支出  

6,843 

5,609 

3,108 

970 

1,531 

899 

896 

3 

335 

166 

169 

7,393 

6,071 

2,928 

961 

2,182 

991 

989 

2 

331 

162 

169 

550 

462 

▲180 

▲9 

651 

92 

93 

▲1 

▲4 

▲4 

0 

資金収支 35 ▲513 ▲548 

前年度からの繰越金 1,539 1,539 0 

次期中期目標の期間への繰越金 1,574 1,026 ▲548 

 （注）それぞれ四捨五入により、端数において合計と一致しないものがあ

る。 
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第７ 短期借入金の限度額  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

１ 限度額  １,０００百万円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

・ 運営費負担金、建設事業補助金の受

入遅延等による資金不足への対応 

・ 予定外の退職者の発生に伴う退職

手当の支給等偶発的な出費への対応 

 

 

１ 限度額  １,０００百万円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

・ 運営費負担金、建設事業補助金の

受入遅延等による資金不足への対応 

・ 予定外の退職者の発生に伴う退職

手当の支給等偶発的な出費への対応 

 

・ 該当なし ・ なし 

  

第８ 出資等に係る不要財産の処分に関する計画  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

・ 法人の有する財産のうち不要財産と

なることが見込まれる土地及び建物に

ついて、地方独立行政法人法（平成１５

年法律第１１８号）第４２条の２第１

項の規定により、市に現物納付する。 

 

 

・ なし 

 

 

 

 

 

 

・ 該当なし ・ なし 

  

第９ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

・ なし 

 

 

・ なし ・ 該当なし ・ なし 

  

第１０ 剰余金の使途  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

・ 決算時に剰余を生じた場合は、病院施

設の建替、整備又は医療機器の購入等

に充てる。 

・ 決算時に剰余を生じた場合は、病院施

設の建替、整備又は医療機器の購入等

に充てる。 

・ 該当なし ・ なし 
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第１１ 料金に関する事項  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

１ 診療料金等 

・ 法人の診療料金及びその他の諸料

金（以下「診療料金等」という。）は、

次に定める額とする。 

⑴  診療料金等の額は、健康保険法

（大正１１年法律第７０号）、高齢

者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）、介護保険

法（平成９年法律第１２３号）その

他の法令等により算定した額とす

る。 

⑵  前号の規定によらない診療料金

等は、理事長が別に定める。 

⑶  消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）及び地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）の規定により消

費税及び地方消費税が課せられる

場合にあっては、前２号の料金に

ついて当該各号に規定する額に、

消費税及び地方消費税の合計額に

相当する額を加算した額とする。

この場合において、料金の額に１

円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

 

２ 診療料金等の減免 

・ 理事長が特別の事情があると認め

たときは、診療料金等の全部又は一

部を減免することができるものとす

る。 

 

３ その他 

・ 「第１１ 料金に関する事項」に定

めるもののほか必要な事項は、理事

長が別に定める。 

 

 

 

 

１ 診療料金等 

・ 法人の診療料金及びその他の諸料

金（以下「診療料金等」とする。）は、

次に定める額とする。 

⑴  診療料金等の額は、健康保険法

（大正１１年法律第７０号）、高齢

者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０号）、介護保険

法（平成９年法律第１２３号）その

他の法令等により算定した額とす

る。 

⑵  前号の規定によらない診療料金

等は、理事長が別に定める。 

⑶  消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）及び地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）の規定により消

費税及び地方消費税が課せられる

場合にあっては、前２号の料金に

ついて当該各号に規定する額に、

消費税及び地方消費税の合計額に

相当する額を加算した額とする。

この場合において、料金の額に１

円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

 

２ 診療料金等の減免 

・ 理事長が特別の事情があると認め

たときは、診療料金等の全部又は一

部を減免することができるものとす

る。 

 

３ その他 

・ 「第１１ 料金に関する事項」に定

めるもののほか必要な事項は、理事

長が別に定める。 

 

 

 

・ 該当なし ・ なし 
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第１２ 地方独立行政法人茨城県西部医療機構の業務運営等に関する規則（平成３０年筑西市規則第３５号）に定める事項  

  

中期計画 年度計画 実施状況 設立団体コメント 

１ 施設及び設備に関する計画（２０２

２（Ｒ４）年度から２０２５（Ｒ７）年

度まで） 

（百万円） 

施 設 及 び

設備の内容 
予定額 財源 

病院施設､ 

医療機器等整備 
1,337 

筑西市長期

借入金等 

（注１） 金額については見込みである。 

（注２） 各事業年度の筑西市長期借入金等の具体的な内

容については、各事業年度の予算編成過程において

決定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

（１）移行前地方債償還債務 

（百万円） 

 
中期目標 

期間償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地方債 

償還債務 
1,167 3,923 

5,0

90 

 

 

１ 施設及び設備に関する計画 

 

 

（百万円） 

施 設 及 び

設備の内容 
予定額 財源 

病院施設､ 

医療機器等整備 
886 

筑西市長期

借入金等 

（注１） 金額については見込みである。 

 

 

 

 

 

※ 公立病院経営強化プラン２０２３ 

【指標】         （百万円） 

年度 

項目 

20 23 

(R 5) 

2 0 2 4

( R 6 )

2025 

(R 7) 

 

合計 

健診 

ｾﾝﾀｰ整備 
322 712 56 1,090 

電子 

ｶﾙﾃ 

更新 

0 0 830 830 

合計 322 712 886 1,920 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

（１）移行前地方債償還債務 

（百万円） 

 

2025 

（R7） 

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地方債 

償還債務 
169 3,923 5,090 

 

 

１ 施設及び設備に関する計画 

 

 

（百万円） 

施 設 及 び

設備の内容 
金額 財源 

病院施設､ 

医療機器等整備 
880 

筑西市長期

借入金等 

 

 

 

 

 

 

 

【実績】        （百万円） 

年度 

項目 

2025 

（R7） 

健診ｾﾝﾀｰ整備 50 

電子ｶﾙﾃ更新 830 

合計 880 

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

（１）移行前地方債償還債務 

（百万円） 

 

2025 

（R7） 

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地方債 

償還債務 
168 3,923 5,090 

 

 

・ なし 
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（２）長期借入金償還債務（長期リース

債務を含む。） 

（百万円） 

 
中期目標 

期間償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金 

償還債務 
463 1,287 1,751 

 

 

３ 積立金の処分に関する計画 

 ・ なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）長期借入金償還債務（長期リース

債務を含む。） 

（百万円） 

 

2025 

（R7） 

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金 

償還債務 
166 1,779 1,996 

 

 

３ 積立金の処分に関する計画 

 ・ なし 

 

 

（２）長期借入金償還債務（長期リース

債務を含む。） 

（百万円） 

 

2025 

（R7） 

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金 

償還債務 
162 1,776 1,990 

 

 

３ 積立金の処分に関する計画 

 ・ なし 

 


